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1． はじめに

　2002年１月１日は、ついに「単一通貨ユーロ」が本格的に導入され、ドイツ・マルクやフランス・フランがなくなっていく、そのような歴史に残る日であった。戦後、平和を求める中で、また、アメリカ・ドルの対抗勢力として進めてきた、国家の枠をこえる「欧州圏」形成にむけて、ヨーロッパは一歩前進したのである。近年、ＥＵは１つの岐路にたたされた。それは、ここでとどまって「欧州圏」を深化させていくのか、それともヨーロッパを広げて「大欧州圏」形成にむけて歩んでいくのかである。そして、「アジェンダ2000」で欧州委員会が示したとおり、ヨーロッパは後者の道を選んだのであり、それはＥＵの中東欧諸国への東方拡大を意味する。

　ＥＵはなぜ深化がすすんでいない状態で、拡大という道を選んだのか。しかも、中東欧諸国といえば、経済的にも遅れており、それらを加盟させることが困難な作業であることは明白なことである。さらに、それらを受け入れる力がはたしてＥＵにあるのだろうか。

その疑問をとくために、まず、なぜ拡大という考え方がでてきたのかを考える。それを知るために、第２章でＥＵ設立の経緯を、戦前、戦後、ＥＣ設立など節目ごとに見ていきたい。そして、幾度かの苦難をのりこえて決まった単一通貨導入について、メリット・デメリットを考えた上、ヨーロッパは単一通貨圏として成功をおさめているのか、あるいは成功をおさめていけるのかについて、第３章でのべる。第２章・第３章をふまえて第４章では、なぜ拡大しようとしているのか、拡大の歴史とともにみていきたい。その拡大の歴史の中で、今行われようとしているＥＵの東方拡大に経済的状況が一番近いと思われる、第２次拡大（スペイン、ポルトガル、ギリシャの加盟）について第５章で詳細に述べる。ここでは、特にスペインの当時の経済状態、そしてスペインの経済を好転させたと思われる直接投資に焦点をあててみていく。最後にＥＵの東方拡大、中東欧諸国への拡大について、現状、費用便益分析、直接投資の状況を分析した上で、今後の展望をスペインと比較しつつ見ていく。そして最終的に、ＥＵの東方拡大の是非と、もしＥＵ東方拡大が必然であれば、それに向けて何が必要なのか、を考えていきたいと思う。

2． ＥＵ設立の経緯

２－１．第２次世界大戦前

　ＥＵは戦争への反省の中からうまれたといえるであろう。というのは、ギリシャ、ローマの文明を継承するヨーロッパは、地球のほかの地域に先駆けて近代科学を発展させ、大航海時代以降、世界を制圧して比類のない繁栄を誇ったが、その一方で無数の戦争を繰り返してきたのでもあった。地続きのこの地域では、どこかに強大な国が出現すると、勢力の均衡が崩れて戦いが始まるのが常で、ヨーロッパの政治家達は戦争にならないよう力のバランスをはかる合従連衡に最大のエネルギーをささげた。こうした政治状況のなかで17世紀初め、不可侵の主権があるとされる国民国家の考え方が確立されたが、ヨーロッパにおいては、主権国家が割拠する秩序が成立しただけであって、戦争がなくなったわけではなかった。ナポレオン戦争後のウィーン体制はしばらくヨーロッパに平和をもたらしたが、普仏戦争などできしみ始め、その上、ヨーロッパ列強は世界中で植民地の獲得をめぐって争っており、次第にお互いの民族への敵対心は膨れ上がっていった。そしてそれは1914年６月、サラエヴォでオーストリア皇太子夫妻が暗殺されたことをきっかけに第１次世界大戦という形で爆発した。互いに同盟関係を結んでいたヨーロッパ諸国は、それを理由に次々と参戦、その結果、戦火はヨーロッパ全土に広がっていった。そして、その頃、科学の進歩から各種武器の性能向上がおこり、第１次世界大戦はこれまでの戦争とは比較にならない悲惨をもたらした。そうした中で、第１次大戦の悲惨さを目の当たりにして、オーストリアのリヒャルト・クーデンホーフ・カレルギー伯爵
が、1923年に「パン・ヨーロッパ」という本を書き、ヨーロッパの統合を提唱した。彼はアメリカ・日本・ソ連の進出に対し、ヨーロッパの再生をはかるため、世界をアメリカ・イギリス・ソ連・アジア・ヨーロッパの５ブロックにわけ、「欧州合衆国
」を目指そうとした。そのステップとして、第１段階は、欧州各国が軍縮・関税・通貨などでの共通の利益を検討する委員会を作ること、第２段階は、検討の場としての欧州仲裁裁判所を設立し、相互安全保障条約を結ぶこと、第３段階は、欧州全体で関税同盟と通貨同盟を結び、単一の欧州経済圏を築くこと、そして、「欧州合衆国」の成立で完成とした。ただし、実現のための最大のポイントはドイツとフランスの協力強化だと指摘していた。この考えは広範な賛同を集め、1926年10月にはウィーンでパン・ヨーロッパ会議を開くまでに盛り上がった。24カ国2000人が会議に駆けつけ、ポルトガルからポーランドまでを政治的、経済的に統合して、「欧州合衆国」を作ろうと誓った。パン・ヨーロッパ運動の議長に選出されたフランスのＡ・ブリアン外相は1929年９月、国際連盟で演説してヨーロッパの連邦化を提案した。しかし、ナチスの台頭とともにこの運動は抑えられ、第２次世界大戦勃発という事態に陥ってしまう。

２－２．第２次世界大戦後からＥＣ設立まで

　第１次世界大戦とは比べようもない膨大な犠牲者を出し、主要都市を廃墟とした第２次大戦後のヨーロッパでは、いたるところで戦争が反省された。1945年３月、パリでヨーロッパ連邦会議
が開催され、翌年にはスイスのヘルテンシュタインでヨーロッパの連邦化についての国際会議が開かれた。1947年６月、アメリカのジョージ・マーシャル国務長官はヨーロッパに対し、むこう４年間に総額で130億ドルをこえる、当時としては巨額の支援を提案した。その分配は各国間で調整するという条件であった。マーシャル・プランはヨーロッパ経済の立て直しを保証し、各国の協力と努力を統合することで共産主義に対する抵抗力を強化する狙いがあった。また、「市場」としてのヨーロッパを１日も早く復興させ、アメリカの経済の反映を維持させるという目的もあった。このマーシャル・プランの援助を受け入れるために、ヨーロッパでは「ヨーロッパ経済協力機構」(ＯＥＥＣ
)が1948年４月に設立された。一方、イギリスのウインストン・チャーチル
も各地を訪れてはヨーロッパ統合の必要を演説していた。1945年11月、ブリュッセルで初めて欧州合衆国構想に言及し、1946年９月にはチューリヒでこれを更に進めて、一種の欧州合衆国のような機構のもとにフランスとドイツが和解するよう提案した。1948年５月のハーグでのヨーロッパ会議の名誉議長を務め、そこでヨーロッパでは初めての横断的な組織である「ヨーロッパ評議会」（Council of Europe, COE）の設立が決められた。この評議会は、国防以外の分野におけるヨーロッパの漸進的統合を推進することを目的に設立されたものであった。また、会議の最終宣言「ヨーロッパ人へのメッセージ」のなかで、諸国家が国家主権を奉じていてはヨーロッパの再建は不可能であるとして、互いに主権の一部を譲り合って融合させるよう提案した。

　ヨーロッパ統一をはかる道筋で当初から問題になったのは、フランスとドイツの敵対的な怨念であったが、指導者の間ではこれを克服する試みが常になされていた。1950年５月９日、フランスのロベール・シューマン外相が提案した「シューマン・プラン
」は現在のＥＵにつながる最も重要な構想といっても過言ではない。それは、ヨーロッパの石炭と鉄鋼の生産、販売を共同で行うという、超国家機構を創設するという試みであった。このプランによってフランスは軍備に必要な石炭と鉄鋼をコントロールできるし、ドイツを西側にしっかりつなぎとめることができ、一方西ドイツにとっても孤立から脱してヨーロッパへの融和の第一歩になるというように、両国にとって大変メリットの大きなプランであった。こうして、1952年７月、フランス、西ドイツ、イタリア、ベルギー、オランダ、ルクセンブルクの六カ国はマーシャル・プランに基づいて、「ヨーロッパ石油鉄鋼共同体」（ＥＣＳＣ
）を発足させた。

　この一方で、ヨーロッパは防衛共同体の構想を失敗させていた。1950年、朝鮮戦争が勃発、アメリカのトルーマン政権はヨーロッパに対して軍備強化を求めた。大陸六カ国はこれに応じ1952年５月にフランス案に基づくヨーロッパ防衛共同体（ＥＤＣ）
に調印した。このヨーロッパ防衛共同体計画は、1954年フランス国民議会で否決され挫折してしまい、結局、ブリュッセル条約で改組し、1955年西ドイツも入れた西欧同盟（ＷＥＵ
）に落ち着いた。しかし、このＥＤＣの失敗で頓挫した「ヨーロッパ建設」をもう一度別の視点から推進しようとＥＣＳＣの６カ国ではかったのが、共同市場計画だった。1957年３月にローマ条約が調印され、それに基づき、「ヨーロッパ原子力共同体」（ＥＵＲＡＴＯＭ
）と「ヨーロッパ経済共同体」（ＥＥＣ
）が創設された。ＥＵＲＡＴＯＭは大陸の６カ国が必要とするエネルギーを好条件で供給するため、原子力の共同管理と技術のプールを行うもので、エネルギーのアメリカへの依存度を減らし、ヨーロッパの独立性を確保するという目的をもっていた。また、ＥＥＣは加盟国の互いの国境を徐々に開き、労働と資本、商品の自由な域内移動を段階的に進めていることを規定しており、ヨーロッパ共同市場を開発すると同時に、加盟国がお互いに関税を撤廃していこうという関税同盟の性格を持ったものである。ＥＣＳＣ参加６カ国が母体となったＥＥＣは大陸ヨーロッパに限定されたものということで参加を見送ったイギリスは、1960年１月、ＥＥＣに対抗し、北欧など他のヨーロッパ諸国
とはかって「ストックホルム条約」を締結し、「ヨーロッパ自由貿易連合」（ＥＦＴＡ
）を発足させた。

　1960年代にヨーロッパ統合の動きに水をさしたのはフランスのドゴール大統領であった。ドゴール将軍は共通農業政策（ＣＡＰ
）の改革案に反発し、1965年１月共同体の閣僚理事会をはじめ、おもな共同体各機関に対して、「ボイコット戦術」を敢行した。このため、ＥＥＣは半年間も機能不全に陥ったが、西ドイツが間に立って調停し、ＥＥＣはかろうじて危機を脱することができた。そして、これを契機に、1967年７月、ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体、ヨーロッパ原子力共同体、ヨーロッパ経済共同体の３つの機構が統合して、ヨーロッパ共同体（ＥＣ
）が誕生した。また同時に、共通の閣僚理事会、委員会、諮問機関、および司法裁判所が設置された。ＥＣは統合への行動を早め、1968年７月には予定より早く関税同盟を完成させ、共通農業政策を導入し、実質的な経済統合を進展させた。

２－３．ＥＣ設立後

　1973年にはイギリス、デンマーク、アイルランドがＥＣに加盟したが、これらの国の加盟はヨーロッパという組織的まとまりを弱めることになった。特に石油危機に際してはイギリスやデンマークなど国によって政策対応がバラバラとなり、ＥＣとしての結束に疑問がだされた。また、アメリカの経済力はますます強く、あらゆる分野でヨーロッパに浸透してきた上、日本経済の飛躍も著しく、1970年代にはヨーロッパ12カ国を追い抜く勢いだった。市場を日米両国に奪われ、経済は停滞、失業者が増加の一途をたどるヨーロッパは焦りを感じ、ＥＣはヨーロッパの経済の競争力をつけるためにも一層の結束が必要になってきた。1979年３月、フランスのジスカールデスタン大統領と西ドイツのシュミット首相の提案した「ヨーロッパ通貨制度」（ＥＭＳ
）が実施され、為替制度に相対的な安定をもたらした。また、基軸通貨「ＥＣＵ」（エキュー）というヨーロッパ通貨単位（European Currency Unit）も創設され、ヨーロッパ通貨制度の保障も確保された。しかし、エネルギー計画や失業、インフレ対策については共通の政策をとることができず、さらに、南への拡大
により、ＥＣはますます多くの問題を抱えていくことになる。

　1986年２月、ＥＣ加盟10カ国間の協定として、「単一ヨーロッパ議定書」が調印された。これはローマ条約を見直して、1992年12月31日までに「国境のないヨーロッパ経済圏」を確立しようとするものであった。その後、1989年４月、ドロール欧州委員会委員長のもとで作られたドロール・レポート（「欧州共同体の経済通貨同盟に関する報告書」）が発表された。これは通貨統合を、資本移動の完全自由化、欧州中央銀行の設立、単一通貨の導入、の３段階で通貨統合をおこなうことが示されている。そうした中、1989年から始まる、旧ソ連、中東欧情勢の激動に伴う難民の発生、ユーゴスラヴィアの内線の勃発などで、ヨーロッパの政治協力の重要性をヨーロッパ各国に思い知らせることになった。以上より、経済通貨同盟を実現しつつ、ヨーロッパの政治協力を行うためにはこれまでのＥＣを拡大してＥＵ（European Union）を創設することが必要になり、1992年２月のマーストリヒト条約（ヨーロッパ連合条約）が調印されることとなった。そこでは、統一通貨に至る経済通貨同盟（ＥＭＵ
）の始動、共通の外交、安全、防衛政策の採用、加盟国の内務、司法の協力を目標に掲げられた。さらに、通貨統合への参加５条件
も定められた。市場統合が行われ、人の移動の自由も、ローマ条約から単一ヨーロッパ議定書をへて、マーストリヒト条約へと順を追って内容が充実し、拡大していった。ローマ条約では人の移動は労働力としての人、つまり、ＥＣの共通労働市場における労働力の移動をスムーズにしようとするものでしかなかった。しかし、マーストリヒト条約ではこれを拡大し、全ての市民の移動を自由にしたのである。

　以上のように、２つの大戦の悲惨さを繰り返さぬために、利害対立をおこしながら、いくつもの危機を脱してヨーロッパの市場統合がなされてきた。しかし、経済的にみて、ＥＵは単一通貨圏として成立している、あるいはできるのであろうか。今単一通貨に参加している国々の中でそれが成立していなければ、拡大のロジックなど現実離れした話になってしまう。そこで、まず、単一通貨導入でもたらされると考えられるメリット、デメリットを簡単に述べた後、単一通貨圏成立の検証を行ってみたいと思う。

3． 単一通貨圏

３－１．単一通貨導入がもたらす経済的影響

　単一通貨導入のメリットに関しては、欧州委員会がＥＭＵに関する政府間会議（ＩＧＣ
）における参考資料として提出した報告書「単一市場、単一通貨（One Market, One Money）」（1990年10月発表）にまとめられている
。

1 経済成長、効率性に関するメリット

名目為替相場変動ならびに通貨交換取引
コストが除去される。これらにより域内貿易の拡大、金融市場の発展が期待され、投資リスクが削減され（為替変動リスクの削減による）、投資が拡大する。これは大幅な中長期成長効果をもたらし長期的にはＧＤＰの５％が累積で増加するものと見込まれる。

2 物価安定面に関するメリット

インフレ率並びにインフレ率の変動性が低下し、相対価格変動性が低下する。これにより資源の効率的配分が促進される。特に高インフレ国では実質利子率の低下による経済成長効果が期待できる。

①②により市場統合効果が高まり、各国の生産が得意分野に特化するなど、経済の効率化・活性化が図れる。

3 経済ショックに関するメリット

為替相場の不安定性や非協調的な金融政策から生じるショックが除去されるため、成長率やインフレ率の変動性は低下する
。またＥＭＵは経済ショックの吸収コストを低下させる。

4 国際通貨制度面に関するメリット

単一通貨は国際通貨の１つに発展するとともに、共同体経済に次の利点をもたらす。

· ＥＵの銀行は低リスクの単一通貨建てビジネスの拡大により利益を得、また単一通貨の国債市場における発展は、国際金融市場における競争の観点から、ＥＵの銀行に絶好のチャンスを与えることとなる。

· 共同体のＧＤＰの0.05％にのぼる国際貿易における取引コストが削減される。

· 共同体の外貨準備において約1600億ＥＣＵのコストが削減される。

· 単一通貨の域外国保有による通貨発行利益が得られる。

単一通貨導入においては、以上のような経済的メリットがあげられる。では単一通貨導入のコスト（デメリット）については、そもそもＥＵが単一通貨導入にふさわしい地域であるのかに関する点から議論されている。それを最適通貨圏理論という。次にそれを説明する。

３－２．最適通貨圏理論

　最適通貨圏理論とは最初、Ｒ．マンデルが提唱したものであり、単一通貨導入による為替相場変動の除去に関する利益と為替相場政策権限の喪失に関するコストとを比較するものである。問題となるのは単一通貨導入国の一国にマイナスの経済ショックが発生した場合である。その解決方法として、為替相場が変動する場合には相場の下落により、貿易収支を均衡させる等、経済を回復させることが可能である。しかし、単一通貨の下では、為替相場が固定されているため、国内の賃金、価格の切り下げによって均衡を回復せねばならない。為替相場は直ちに動くが、賃金、価格の低下による調整には時間がかかり、しかも失業の増加という圧力を伴う。この場合、単一通貨導入国域内において、労働移動が容易であれば、失業は労働移動によって吸収され、経済的ショックからの回復コストが単一通貨導入によるメリットを下回るであろう。すなわち、最適通貨圏の前提条件として労働力の自由移動が必要となる。その後、マンデルの理論に対しては、賃金、価格の下方弾力性があれば、均衡の回復は可能であると論じられるようになり、最適通貨圏の前提条件として賃金、価格の下方弾力性も加えられた。

　これをＥＵにあてはめると、ＥＵ域内では、言語、社会保障制度の違いから、国をわたる労働力の移動は限定されている。またＥＵ諸国の賃金は高率の社会保障コストをはじめ、下方弾力性は乏しい。さらにこれらのショック吸収装置が働かないため、失業増加への対応策としては、財政措置が考えられるが、集権化された財政システムがＥＵには存在しないため、財政所得配分機能により、調整することも困難である。このことからＥＵは最適通貨圏とは言えないという意見も存在する。

このような説に関しては、ＥＵサイドからは以下のような反論がなされている。

1 経済的ショックが発生した場合、労働者の自由移動、賃金、価格の下方弾力性、さらには所得移転以外にも、ショック発生国への資本移動が行われれば、賃金等の調整圧力は緩和されることになる。

2 貿易をはじめとした経済の相互依存度の極めて高いＥＵにおいては、一国に特有の経済ショックは考えにくい。考えられるのは、ある産業部門等に特有のショックの発生である。しかしＥＵにおいては、このような部門ごとのショックは、非対称的には働かず、むしろ各国に類似の影響を及ぼす。

3 特定の国で生じる賃金の急上昇等のショックはそもそも国ごとの制度上の差異から生じるものであるが、為替相場の固定化は、各国の節度を強め、そのようなショックの発生を抑制する。

4 景気循環から発生する需要サイドのショックは、賃金・価格の変動により、調整することが可能である。

5 変動相場制下において、自国通貨安で経済ショックの調整を図ることは、インフレの副作用をもつものであり、調整手段として適切なものであるか疑問である。

　以上のような指摘があるが、果たして、数値的にＥＵは単一通貨圏としてなりたちうるのか。それを検証するために、域内経済の相互依存を見ていく。

３－３．域内経済の相互依存

	
	輸入全体に占めるＥＵ15の比率
	輸出全体に占めるＥＵ15の比率

	ドイツ
	50.88％
	55.19％

	フランス
	59.50％
	62.40％

	イタリア
	55.76％
	54.55％

	スペイン
	63.14％
	69.65％

	イギリス
	51.52％
	56.99％


　主要国の輸出入全体に占めるＥＵの比率からみ　図３－１ 輸出入に占めるＥＵ15の比率(2000年)

ると（図３－１参照）、ＥＵ15域内の貿易が活発であることがわかる。なかでも域内貿易の比率が高いのはスペインであり、輸出入ともに60％をこえており、輸出については70％に近い。ドイツなどの大国では域内貿易比率が比較的低いがそれでも50％は上回っている。このことから、ＥＵはアメリカや日本などの他地域と比較すれば域内諸国間の相互依存はきわめて強く、ＥＵ経済の大きな特徴の１つをなしていることはみてとれる。　　 (出所)OECD; International Trade by Commodity Statistics
次に、ＥＵ主要国の貿易依存度をみると（図３－２参照）、ドイツとイタリアはフランスやスペインと比べてＥＵ域外への輸出入依存度が高いことがわかる。貿易依存度の差異は、外需の増減を通してユーロ圏構成国のＧＤＰ成長率格差に影響していると考えられる。ユーロ圏経済は、1998年後半以降、全体として、アジア通貨・金融危機等を契機として一時的な減速を見せた。そのなかで、フランスやスペインでは比較的落ち込みが軽微であったのに対して、ドイツやイタリアでは輸出が大きく減少し景気回復が遅れた。さらに、ユーロ圏内の輸出入依存度をみると、1999年１月のユーロ発足を契機として貿易結合度が高まっている。単一通貨ユーロの発足により、ユーロ圏内の貿易においては為替リスクが消滅した。一方で、域外との貿易には従来どおり為替リスクが存在する。ＥＵ域外への輸出入依存度が高い国において景気回復が遅れたことは、逆にみれば、ユーロ圏内における貿易が景気振幅に対して安定的な働きを示したとも理解できる。
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図３－２　ＥＵ主要国の域内外別貿易依存度

(出所) 経済企画庁編「世界経済白書」平成12年度版
(注)■が1996年、▲が1999年、●が2000年１月～３月の数値。輸出入依存度はそれぞれ名目ＧＤＰに対する財・サービスの輸出入総額の比率を用いた。

　

以上より、域内経済の相互依存においては、ＥＵは結合度を強めてきていると考えられ、単一通貨圏としてメリットが大きいと考えられる。ただ、最適通貨圏理論で指摘されたように、労働力の自由な移動については問題が残ると考えられる。域内諸国間の労働力移動は高くなく、近い将来、大幅に好転することはないとみられている。これは、言語や文化などの相違もさることながら、基本的には、労働時間、最低賃金、雇用契約などを決定する規制などによるもので、アメリカと比較して労働異動の柔軟性にかけるだけでなく、労働賃金の硬直性や労働コストの高騰の要因とされている。勿論、国や地域により異なるが、域内全体の失業率がいまなお高水準にあるのも、そうした要因によって引き起こされたものと考えられている（図３－３参照）。そのためヨーロッパ単一通貨圏は最適通貨圏として成立することは困難である、という意見もある。しかしながら、むしろ反対に、単一通貨の導入によって圏内諸国間の価格の透明性が向上すれば、相対的に人件費の低い諸国へと企業進出が拡大することも十分ありうる
。また、労働契約の見直しなどによって雇用機会の改善を図ったオランダやスウェーデンなどに続き、ドイツ・フランスなどでも、労働時間や労働契約を改善するとともに、財政赤字削減の一環として失業・社会保障制度を改革する動きが認められる。これらはいずれも現在の硬直的な賃金体系や人件費の高騰についてかなりの程度改善する効果があると見られている。
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図３－３　失業率の推移（日本、アメリカとＥＵの比較及びＥＵ内部での比較）

(出所)ＪＥＴＲＯ情報ファイルより作成

　以上より、現段階でははっきりとは言い切れない部分もあるが、ＥＵは今後単一通貨圏として成立する可能性がかなり高いと考えられる。

　それでは、なぜ拡大のロジックがでてきたのであろうか。今現在の加盟国の中でも単一通貨圏としてメリットを享受するかしないかまだ判断が出ていないのである。それなのに、なぜ今、東方拡大なのであろうか。次に、このことについて論じていきたいと思う。

4． なぜ拡大か

４－１．拡大の歴史　

　1958年以来の欧州統合過程を考えると、そこでたえず問題とされているのは、現代欧州概念である。少なくとも冷戦期においては、東側に対抗するイデオロギー対立による狭い西欧概念が圧倒的であり、旧東ドイツを西ドイツに含めることに見られるように挑戦的ですらあったが、二極構造が解体した今日、それは有効ではないことは明白である。まずここでは、拡大の歴史を見ていく。

　拡大は中核たるＥＣ／ＥＵ側から見ると、常に政治的判断が優先して実施された。とりわけ開発途上国への拡大には政治的判断（ソ連との対抗）が強く意識されていた。短期的に経済的損失を被っても長期的な政治的利害を重視するというスタンスが支配的であった。

　第１次拡大（1973年：イギリス、デンマーク、アイルランド）は、ＥＥＣとＥＦＴＡとへの西欧の分裂を止揚するという意味合いがあった。ＥＵからみれば、イギリスという扱いにくいプレーヤーを内部化し、外的対立から内部の扱いにくさに転化させた。他方、イギリスは植民地依存という戦後の基本方針が崩壊し、加盟の経済的利益を最重要視した。

　第２次拡大
（1981年、86年：「南への拡大」：ギリシャ、スペイン、ポルトガル）はソ連ないし共産圏への対処という性格が強い。ギリシャとトルコについてはソ連黒海艦隊がボスポラス･ダーダネルス両海峡を通って地中海に入るので、その出口を押さえるという安全保障上の戦略的意味もあった。それでもＥＵに加盟したのはギリシャであり、トルコの加盟申請は、宗教や経済など複雑な問題が錯綜しているところから見送られた。1970年代半ばの世界恐慌による経済動揺によって、スペイン・ポルトガルの独裁政権とギリシャの軍事政権が1974年と75年に崩壊した。これによって「議会制民主主義」を前提とするＥＵへの加盟の展望が開けた
。

　第３次拡大（1995年、「北への拡大」：スウェーデン、フィンランド、オーストリア。ノルウェーは政府が加盟条約に調印したものの国民投票にて加盟拒否）は、かつて中立主義をとっていた豊かな国々の加盟であり、最も政治性が低い。とはいえソ連崩壊なしには困難だったという意味では政治的である。すでにＥＥＡ
において単一市場に関するＥＵ法令（「アキ・コミュノテール」の基本部分）の導入手続きがほとんど実現していたこともあり、短期間で加盟へ至った。

　そして第４次拡大
（「東への拡大」）を迎える。

冷戦期の軍事的対立関係は、ＮＡＴＯとワルシャワ条約に象徴される米ソ間の対立関係である。ソ連は第２次世界大戦後、100万を越す地上軍を東欧に駐留させることで覇権的地位を確保し、加盟国は制限主権国として独立国としての軍事、外交が制限された。しかし、1985年に登場したゴルバチョフが「欧州の共通の家」を目指す協調路線に転換したことで、ワルシャワ条約体制の解散へと進んでいった。ソ連から開放された旧ワルシャワ条約加盟国は、その安全保障上の空白をＮＡＴＯ東方への拡大に期待する立場をとった。しかし、ロシアが依然として軍事大国である事実は否定できず、それをめぐる西側内部の米欧の間にも立場の相違があり、その決着には時間を要したが、ＮＡＴＯ側が1997年になり、ポーランド、チェコ、ハンガリーの３カ国を加盟させるとする立場を明確にして当面の解決がみられた
。こうして半世紀にわたって駐留した旧ソ連軍が中東欧から撤退したのである。これにより、拡大欧州のもっとも基本的地勢条件が確立したといえる。すなわち、軍事、政治、経済的ブロックから開放され、自由な枠組みを求めて再生する東欧諸国は、大半の国が一刻も早い欧州化を目指して、一方的にＥＵ加盟を求めた。そしてそれにＥＵ側は多くの条件をだした上で、段階的な欧州化を進めようとしている。

一方で、このような軍事、政治、経済的な部分からの拡大の要請だけでなく、概念的なものからの要請も否定できない。中東欧の宗教文化はカトリックを受け入れたチェコ、ポーランド、ハンガリー、スロヴァキア、スロヴェニア、クロアチア、リトアニア、さらにカトリックからプロテスタントに改宗したエストニア、ラトビア、そして、ビザンチン文化圏であるセルビヤ、ブルガリア、ルーマニア、ロシアにわかれる。その中で、ビザンチン文化圏であるセルビヤ、ブルガリア、ルーマニア、ロシアは、東ローマ帝国の文化を継承しながらも、西欧とは異なる体系を形成し、近代化に遅れてしまった。ビザンチン世界のトルコからの開放による19世紀以降の近代化は西欧との関係を復活させたが、それでも文化的に西欧に近い地域からの欧州化をＥＵが求めているとも考えられる。すなわち、冷戦期の分断はあったにしろ、長い歴史をともに歩んできた国々との連携をＥＵ側も概念的に求めているとも考えられる。

冷戦の終焉を機に、軍事、政治、経済的な面からの後ろ盾を失った中東欧の要請だけでなく、ＥＵにとっても中東欧にとっても欧州という概念的な面から、東方拡大のロジックがでてきたと考えられる。

４－２．南への拡大

　南への拡大（第２次拡大）においては、前述の通り、経済的な要因よりも政治的な要因に基づくものであった。これは、ソ連崩壊後の中東欧やバルト３国の加盟への動きを鼓舞するための先駆けともいえよう。また、最も経済的、政治的に困難とされていた。これらのことにより、南への拡大について考察することで、第６章において記述する第４次拡大との共通点が多いと予想され、その解決策を考えることにつながると考えられる。よって、ここでは南への拡大についてのべ、第５章において特にスペインの事例をだして、詳細にのべる。

　1981年初頭に実施されたギリシャのEC加盟に続いて、スペインとポルトガルの加盟が正式に認められたのは1986年１月１日のことであった。スペイン・ポルトガル両国のEC加盟は、単なる経済的な損益計算だけではなくて、政治的な動因によって主導されたものであり、ラテン･アメリカやアフリカなどEU諸国の旧植民地との間における政治的、経済的な紐帯を強化することも予想されるなど、それの副次的な影響は、きわめて広範である。

当初スペインとポルトガルのEC加盟にあたっては、産業構造の後進性と企業経営の非効率性の故に、両国の経済は数年を経ないうちに壊滅的な打撃をうけるとされていた。主に経済的要因において第１次拡大と比較してみる（図４－１参照）。　　　　　　　　　図４－１　第１・２次拡大の比較

	
	第１次拡大
	第２次拡大

	面積増加率
	33％
	48％

	人口増加率
	30％
	22％

	GDP増加率
	25％
	11％

	輸出増加率
	24％
	４％

	輸入増加率
	28％
	７％


第１次拡大の場合にはECの人口と面積がそれぞれ33％と30％の増加
を示したのに対して、ギリシャとスペインおよびポルトガルが加盟する場合には面積が48％増加するのに対して、人口の増加率は22％にすぎなかった。また、前者の場合はGDPの増加率が25％に達したが、後者の場合は、僅か11％程度にすぎなかった。さらに貿易面における寄与率も低く、前者の場合には輸出の増加率が24％、輸入の増加率が28％に達していたのに対して、後者の場合には４％と７％程　(出所) 「大欧州圏の形成―ＥＵとその拡大」
度にすぎなかった。

以上のような簡単なデータをとってみても、第１次拡大が既存のＥＣ加盟国と経済的にみてかなり同質的な国々を対象とするものであったのに対して、第２次拡大の場合には新規加盟国の経済発展段階が立ち遅れ、その経済構造もかなり異質的であったことが理解できる。

次に、この３カ国の中で最大のスペインのＥＣ加盟過程を、歴史的視野をふまえながら、どのように「異質さ」を改善していったのかに焦点をあてて考えてきたい。

5． スペインの事例
　スペインは、ＥＣ加盟に先駆けて２つのハードルを越えることを要請されていた。第１に「豊かなヨーロッパ」の仲間入りをはたすための前提条件たる「経済成長」、第２に、「民主的なヨーロッパ」の一員としての要件である。この２つの要件がクリアされて、初めてＥＣ加盟は成立したのである。この２つの要件を見ていった後、ＥＣ加盟直後から第３次拡大いたるまで
のスペインとＥＣ加盟国間との収斂を直接投資という点から見ていきたい。

５－１．経済成長過程

経済成長は皮肉にもフランコ時代に開発独裁という形で達成されたといえよう。1950年代のスペインにおいては、反動的独裁のもとで自給自足・統制経済が布かれていた。外国との自由な貿易がもたらす利益だけでなく、国内での自由な市場経済に伴う活力からも無縁であったため、1959年６月、対外債務の支払不能状態に陥った
。そこでフランコは対外債務危機への対応策として前年に加盟を認められたＩＭＦとＯＥＥＣに金融支援を要請し、これらの機関は最終的に５億4600万ドルの金融支援を行った。しかし、その条件として、インフレ・国際収支赤字などの不均衡の是正と経済の自由化を要求した。それに応える形で同年７月に発表されたのが「経済安定化計画」である。従来の統制経済・自給自足政策に見切りをつけて、経済の対外開放(貿易・外資導入の自由化)と、市場メカニズムの導入（国内経済の自由化）に踏み切ったのである
。この「安定化計画」を転機にしてスペインは「奇跡の高度成長」の軌道にのった。

ＥＥＣが創設された当初からスペインはＥＥＣと「しかるべき時期に完全な統合に到達できる」関係を持とうと考えてきた。1964年12月、ＥＥＣ側は２度目
の加盟申請（1964年２月）を受けて、交渉のテーブルについたが、テーマは経済問題・通商協定に限定された。そして、1970年６月「自由貿易協定」がＥＣ
とスペインの間に結ばれた。そこで両者は相互に関税を引き下げることになったが、後発国スペインはＥＣから「特恵待遇
」を受けることになった。そのため、特にスペインからＥＣ向けの輸出が伸びて、経済はますます成長していった。

1973年10月の石油ショックで全世界経済が打撃をうけ、その例外でなくスペインも打撃を受けた。その上、1975年11月にはフランコが死去し、スペインは政治と経済の「二重危機」に襲われる。その結果、奇跡の高度成長によってヨーロッパレベルの８割程度までおいついた１人あたりの所得水準は再び遅れをとりだした。長い不況のトンネルに入ったのである。

図５－１　スペインの対ＥＣ域内の輸出入

	1975年
	1985年
	1989年

	スペインのＥＣ域内への輸出（上位６品目）

	1.農林水産業（18.6％）
	1.輸送機械（17.4％）
	1.輸送機械（23.0％）

	2.繊維･衣料･皮革（9.9％）
	2.エネルギー産業（10.4％）
	2.農林水産業（9.1％）

	3.海上･航空輸送業（9.1％）
	3.農林水産業（7.8％）
	3.化学製品（6.5％）

	4.食料品･飲料（8.3％）
	4.繊維･衣料･皮革（7.3％）
	4.鉄鋼･非鉄金属（5.9％）

	5.輸送機械（7.1％）
	5.化学製品（6.8％）
	5.繊維･衣料･皮革（5.6％）

	6.鉄鋼･非鉄金属（5.5％）
	6.食料品･飲料（5.9％）
	6.食料品･飲料（5.3％）

	スペインのＥＣ域内からの輸入（上位６品目）

	1.一般機械（20.7％）
	1.化学製品（15.3％）
	1.輸送機械（19.1％）

	2.化学製品（18.0％）
	2.輸送機械（12.8％）
	2.一般機械（13.3％）

	3.鉄鋼･非鉄金属（10.9％）
	3.一般機械（12.5％）
	3.化学製品（11.9％）

	4.電気機械（9.2％）
	4.鉄鋼･非鉄金属（9.6％）
	4.電気機械（8.7％）

	5.輸送機械（5.8％）
	5.事務･情報機器（7.8％）
	5.鉄鋼･非鉄金属（7.0％）

	6.事務･情報機器（5.1％）
	6.電気機械（7.3％）
	6.食料品･飲料（6.1％）


(出所)「ヨーロッパ統合」への挑戦より

1975年段階ですでに高度成長を終えたものの貿易パターンはまだ後発国であった（図５－１参照）。1975年のＥＣ向け輸出全体のうち農林水産業は第１位で18.6％、繊維・衣料・皮革と食料品・飲料も合計で18.2％に達していた。高度成長を経て産業構造が重化学工業化していたことは、その後躍進する輸送機械と鉄鋼・非鉄金属が５位と６位に位置している点から理解できる。つまり1975年段階のスペインはいわゆる中進国レベルであった。10年後の1985年においては輸出側では農林水産業、繊維・衣料・皮革と食料品・飲料といった１次産品や軽工業品が輸出ウェートを合計で36.8％から21％に下げた。代わって輸送機械が10ポイント強ウェートを高めて17.4％も占め、トップにのし上がり、さらに化学製品は75年段階での主要な輸入品から85年には重要な輸出品に転化している。このことから1986年１月ＥＣに加盟する前に、すでにスペインは貿易面でＥＣとほぼ対等に渡り合うようになっていたと考えられる。

さらに、1985年～1989年にかけては輸出入品目やランキングにほとんど変化がみられない。このことから、スペインのＥＣ加盟は、貿易パターンの本質的な変化をもたらさなかったと考えられる。そして、ＥＣ加盟後、域内関税が原則７年の移行期間を経て撤廃されるにつれて、スペインからＥＣへの輸出も増加したが、それを上回る比率でＥＣからスペインへの輸出が急増した。また、互いに関税障壁を取り払った以上、程度の差こそあれ、双方向に「貿易創出」効果が生じた。以上より、ＥＣ加盟を契機にして、スペイン経済がＥＣを相手に「産業内貿易」をほぼ全面的に展開できるほど成熟していたことがわかる。

５－２．民主制への移行

　1970年代の「二重危機」の中で、スペインは経済調整や石油ショックへの対応を先送りし、民主制への移行を優先した。1975年11月に1939年以来君臨し続けてきた独裁者のフランコが死去し、それを契機として、民主化は進展していった。1977年６月、41年ぶりの自由選挙の実施、翌７月末にはＥＣ加盟の再申請が行われ、1978年12月に新憲法が制定された
。新憲法は、1930年代に共和国政府が取り組んだものの結果をだせなかった多くの問題（例えば地方自治の問題など）を解決するため、またＥＣ加盟を実現するためにも不可欠であった。

ＥＣ加盟交渉が積極的に展開されるようになったのは、1982年にゴンザレス政権が誕生してからのことである。そして、1985年6月、ついにＥＣ加盟条約調印の運びとなる。

５－３．ＥＣ加盟後から第三次拡大まで

　今まで見てきたように長い道のりを経て、スペインはＥＣ加盟を果たした。しかし、第４章でも述べたとおり、スペインの経済状況などは、既加盟国よりもはるかに発展レベルが劣っていたため、域内格差をより深刻化させていく恐れがあった。そのため、当時ＥＣはこの問題に対処し、域内格差の解消、そして上方平準化を実現する必要に迫られることになった。

ＥＣ域内格差解消について、２つの手段が考えられる。１つは構造基金
などＥＵ地域政策、そしてもう１つが直接投資である。ここでは、第６章の中東欧への拡大の議論に通じるのは直接投資であるため、それに焦点をあててのべていきたいと思う。なぜなら、中東欧はスペインよりさらに経済発展が遅れた国々であり、かつ、第２次拡大よりさらに多くの国々との地域格差を収斂させていかねばならず、予算の問題もあり、構造基金には頼れないのではないかと考えるからである。

　そこで、1980年代後半にスペインは発展を遂げたといわれているが、それに直接投資がどのように関係しているのか、そして、スペインはＥＵのレベルに収斂したのかを見ていきたい。

[image: image5.wmf]図５−６　スペインの失業率
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　グラフからもわかる通り（図５－２参照）、スペインはＥＣに加盟した1986年以降、直接投資の受け入れを大幅に増大させた。1984年には18億ドルだったものが、1986年には34億ドル、1990年には137億ドルに達した。1986年から1990年までの期間に、年平均36.3％の増加率を達成し、この時期スペインは、アメリカ、イギリス、フランスについで第４の直接投資受け入れ国となった。特に、ＥＣ諸国からの投資が多く、1991年には、スペインの直接投資額の68.7％を占めた（図５－３参照）。直接投資がＧＤＰ　　　　　(出所)ＥＵ域内格差に関する考察より
と粗固定資本形成に占める割合も高く、

1991年にはそれぞれ4.12％、17.35％で、ＥＣ平均の1.66％、7.98％をはるかに上回った。また、スペインにおける直接投資の受け入れ額は同じ南欧諸国のポルトガル、ギリシャよりもはるかに多かった
。以上のことから、直接投資がスペイン経済において重要な役割を果たしていることが理解できる。なぜスペインがそのように直接投資を多く受け入れたのか。それは、スペインにはＥＣ先進国よりも賃金が安く、他の南欧諸国（ポルトガル、ギリシャ）よりも良質な労働と、発達したインフラが存在していたからであると考えられている。

[image: image6.wmf]図６−６中東欧諸国の輸入に占めるＥＵシェア
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　こうした中で、スペインはポルトガルとともに1980年代後半に高い成長を遂げ、ＧＤＰの年平均成長率はＥＣ平均を超えた（図５－４参照）。そして、この２国は、依然　　　　　(出所) ＥＵ域内格差に関する考察より
[image: image7.wmf]図６−５中東欧諸国の輸出に占めるＥＵシェア
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として問題が残るものの、ＥＭＵ参加のための条件をほぼ満たし
、1999年からユーロ導入に成功した。つまり｢名目収斂(normal convergence)｣を達成したのである。他方ギリシャは、経済パフォーマンスの弱さからＥＭＵ参加に失敗した。ギリシャはＥＣ加盟以降、直接投資よりはむしろ構造基金に依存し、1980年代後半のＧＤＰの年平均成長率は３カ国の中で最も低かった。このことから、南欧各国が、ある程度の外国資本をひきつけたかどうかがこの　　　　　

相違を決定づけ、直接投資は途上国を　　　　　(出所) The World Economic Outlook (WEO)Database
発展させるのに重要な役割を果たして

いるといえるであろう。

　この結論をさらに裏付ける統計がある。１人あたりＧＤＰと１人あたり直接投資の関係を示したものである（図５－５参照）。スペインは直接投資受け入れとＧＤＰレベル両方を増加させた一方、ギリシャはそれほど増大させなかったことがわかる。１人あたり直接投資受け入れは、1986年にスペイン118ドル、ギリシャ47ドルであったものが、1990年にはそれぞれ351ドル、99ドルとなった。また１人あたりＧＤＰでは、1986年のスペイン7545ＥＣＵ、ギリシャ6494ＥＣＵから、1990年には9305ＥＣＵ、7033ＥＣＵとなった。

しかし、1990年代初頭、これら３カ国はＧＤＰ成長率の減少に直面し、1993年にはスペイン－1.1％、ポルトガル－1.2％、ギリシャ－0.5％とマイナスの成長を記録した。したがって1990年代初めはＥＵ先進国レベルに収斂したかは疑問である。また、スペインの失業率の高さは有名であり（図５－６参照）、その点においても収斂したとはいいきれない。
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　以上の分析より、1980年代後半のスペインの収斂には直接投資の急激な増加が対応していることがわかる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(出所)ＥＵ域内格差に関する考察より
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５－４．スペインの事例からわかったこと

　これまで見てきたように、スペインはＥＣ加盟に先駆けて、前述した通り２つのハードルをこえることを要請された。１つは「豊かなヨーロッパ」の仲間いりをはたすための前提条件たる「経済成長」、もう１つは「民主的なヨーロッパ」の一員としての要件である。「経済成長」はフランコによって始まり、「民主制への移行」はフランコの死によって始まったといえる。そして、1986年のＥＣ加盟につながっていった。　　　　　　

ＥＣ加盟以降、スペインは多くの外国資本を受　　　　　　(出所)ＪＥＴＲＯ海外ファイルより
け入れ、投資を拡大した。そして、1980年代後半、

スペインのＧＤＰはＥＣ先進国のレベルに近づき、その意味では、他の加盟国との格差が縮小したといえる。低賃金だけではなく、良質の労働と発達したインフラが、スペインが直接投資をひきつけるのに重要であった。ＥＣ途上国向けの構造基金もインフラの改善、国内経済の発展に必要であるといえるが、今後のＥＵ拡大は、ＥＵにより深刻な経済的問題を課すことが予想され、構造基金の途上地域の支援のみでは限界がある。従って、外国資本は一国の発展にとってますますその重要性を高めるであろう。1980年代後半にスペインがＥＣ平均に収斂してきたのには、直接投資に負うところが多いといえる。それにもかかわらず、スペインがＥＵ先進国と同様の経済レベルになったかどうかは疑問が残る。なぜなら1990年代初めにはスペインの対内直接投資は減少し、経済パフォーマンスは改善せず、ＧＤＰもＥＵのレベルに収斂しなかったからである。教育、インフラ、１人あたりのＧＤＰが発展してきたとはいえ、失業の多さが収斂を困難にする課題として残されている。また、１人あたりＧＤＰは収斂傾向にあっても、労働生産性には依然として格差が残るという研究もある。

　近年、中東欧諸国がＥＵ加盟を計画しており、このことがＥＵ域内における収斂を更に難しくさせるとも考えられる。なぜなら、スペインが加盟した時の状況より、中東欧の経済状況が悪いからであり、それを解決していかない限りＥＵ拡大の意味はなくなってしまうからである。スペインのＥＵ加盟国との収斂はまだ完成したとはいえず、多くの問題が残っているが、少なくとも加盟当時よりは改善したと考えられる。そこでスペインの事例がＥＵの中東欧への拡大に用いることができるのではないだろうか。

　そこで、次に、ＥＵの中東欧への拡大について見ていきたい。

6． ＥＵの中東欧への拡大

６－１．欧州の東方への拡大過程

　冷戦の解体に伴ってＥＥＣとコメコンの1950年来の対抗関係は1988年のＥＣ－コメコン関係正常化で終焉し、そこからＥＵの東方拡大戦略の基本方向を示した1997年のアジェンダ2000に至る経緯はＥＵの明確な拡大戦略を前提として進んだわけではなく、むしろ、ソ連という後ろ盾を失った中東欧諸国の要請にやや遅れて対応しながら、次第に形成されてきたものである。ここでは、まず、欧州の東方拡大の過程を述べたいと思う。

ＥＵ側の対応は、1989年からＰＨＡＲＥプログラム
、1990年のＥＢＲＤ
設立と続き、1991年以降、徐々に中東欧諸国との間で欧州協定（European Agreement）
が締結されていく（図６－１参照）。

図６－１　中東欧諸国のＥＵ加盟支援計画
	
	貿易・経済協力協定
	自由貿易協定
	欧州協定(連合協定)

	ポーランド
	
	
	91年12月16日署名

94年２月１日発効

(92年３月１日暫定協定
発効)

	チェコ
	
	
	93年10月４日署名

95年２月１日発効

(92年３月１日暫定協定発効)

	ハンガリー
	
	
	91年12月16日署名

94年２月１日発効

(92年３月１日暫定協定発効)

	スロヴェニア
	
	
	96年６月10日署名

未発効

(97年１月１日暫定協定発効)

	エストニア
	92年５月11日署名

93年２月１日発効
	94年７月18日署名

95年１月１日発効
	95年６月12日署名

未発効

	ラトビア
	92年５月11日署名

93年２月１日発効
	94年７月18日署名

95年１月１日発効
	95年６月12日署名

未発効

	リトアニア
	92年５月11日署名

93年２月１日発効
	94年７月18日署名

95年１月１日発効
	95年６月12日署名

未発効

	ブルガリア
	
	
	93年３月８日署名

95年２月１日発効

(93年12月31日暫定協定発効)

	スロヴァキア
	
	
	93年10月４日署名

95年２月１日発効

(92年３月１日暫定協定発効)

	ルーマニア
	
	
	93年２月１日署名

95年２月１日発効

(93年５月１日暫定協定発効)


(出所) 何でもわかる欧州経済と日欧経済関係より

この段階では①貿易自由化（各国の批准のいらない貿易協定）、②法制度の調和、③金融支援、④構造的対話が決定され、さらに⑤中東欧側の要求により、ギリシャ、トルコの連合協定と同様に将来の加盟が記載された。しかしこの欧州協定は元来加盟を前提としたものではなかった。1992年マーストリヒト条約を経て、1993年６月コペンハーゲン欧州理事会において、欧州協定締約国の政治的・経済的条件が整い次第、ＥＣに加盟できるという政治的メッセージを明言した。更に、コペンハーゲン欧州理事会の結論文書において、以下のような加盟基準（クライテリア）が明記された。それは、①民主主義が定着しているのか（政治基準）、②市場経済が十分に機能しているのか（経済基準）、③アキ・コミュノテール（ＥＵ法の総体の遂行を負う能力）をはじめとして、加盟国としてのその他の義務を受け入れる能力があるか、ということである。その後、1994年12月のエッセン欧州理事会において、欧州協定６カ国（ハンガリー、チェコ、ポーランド、ブルガリア、ルーマニア、スロヴァキア）の政府首脳を招待し、「東への拡大」について討論を行い、欧州委員会が提出した「連合中・東欧諸国の加盟準備の戦略に関する報告書」が承認された。ここから拡大の動きが進み始めた。1995年６月、カンヌ欧州理事会では「中東欧連合諸国のＥＵ域内市場統合準備白書（域内市場への調和と準備のためのガイドライン）
」が公表された。

そして、1997年７月に包括的な東方拡大戦略「アジェンダ2000～より強く大きなＥＵをめざして～」が公表された。これは1997年10月に正式調印され1999年５月に発行したアムステルダム条約の趣旨を踏まえて作成されたもので、すでに加盟交渉が決定していたキプロスに加えて、ＣＥＥＣ
５カ国（ポーランド、チェコ、ハンガリー、エストニア、スロヴェニア）を第１陣候補国とし、加盟交渉
に入ることを提言した。ただし、「アジェンダ2000」において欧州委員会は加盟交渉の開始は同時だが、加盟交渉の終了（つまり加盟の承認）については努力目標の達成度によるとしている
。「アジェンダ2000」は大きく３巻に分けられている。第１巻は、「より強くより大きな連合に向けて」（For a stronger and wider Union）と題され、その中はさらに３部に分けられている。第１部は「連合の政策」（The policies of the Union）で21世紀に向けてのＥＵ域内の諸政策、特にＥＵ域内の持続的成長の維持と雇用問題の改善、経済的・社会的一体性、共通農業政策に焦点をあてている。第２部は「拡大の課題」（The challenge of enlargement）で加盟申請国に対する意見の要約、拡大の影響、拡大に向けての戦略、キプロス・トルコとの関係、欧州協議会の設置などについて述べている。第３部は「新たな財政枠組み（2000～06）」（The new financial framework 2000-06）で2000年から2006年にかけての新たな財政枠組みについての提言が示されている。第２巻は「中・東欧諸国の加盟に伴うＥＵの諸政策への影響」（The Effects on the Union’s policies of enlargement to the applicant countries of Central and Eastern Europe）で文字通り、拡大がＥＵ全体および個別の諸政策に及ぼす影響についての分析結果が述べられている。更に第３巻は、中・東欧の加盟申請国に対する欧州委員会の各国別意見である。

さらに1999年10月に採択された欧州委員会加盟申請国別進歩状況報告書に基づき、同年12月のヘルシンキ欧州理事会において中東欧残り５カ国（ルーマニア、ブルガリア、スロヴァキア、リトアニア、ラトビア、リトアニア）の加盟交渉を2000年に開始することが決定され、これを受けて2000年２月15日より交渉が開始されている。

　このように、東方への拡大はすすめられてきているが、中東欧諸国の現状はどうなのか、そしてもしそれらの国々がＥＵに加盟した場合、どのようなメリット・デメリットがあるのか。以下ではそれらを前掲のスペインと比較しつつ見ていきたい。

６－２．中東欧の経済的現状
図６－２　ＥＵ加盟申請中の中・東欧10カ国の状況

	
	人口
	ＧＤＰ
	一人あたりＧＤＰ
	ＥＵ加盟申請日
	条件達成状況

	
	千人
	10億ドル
	
	ＥＵ対比
	
	政治
	経済
	能力

	ポーランド
	38654
	　　151.7
	3918
	18.5
	94年４月５日
	○
	○
	○

	チェコ
	10283
	55.0
	5344
	25.3
	96年１月17日
	○
	○
	○

	ハンガリー
	10068
	48.3
	4771
	22.6
	94年３月31日
	○
	○
	○

	スロヴェニア
	1986
	19.8
	9912
	46.9
	96年６月10日
	○
	○
	△

	エストニア
	1442
	3.8
	2680
	12.7
	95年11月24日
	○
	△
	△

	ラトビア
	2432
	6.4
	2639
	12.5
	95年10月13日
	○
	×
	△

	リトアニア
	3700
	10.7
	2874
	13.6
	95年12月８日
	○
	×
	△

	スロヴァキア
	5395
	20.4
	3778
	17.9
	95年６月27日
	×
	△
	△

	ルーマニア
	22458
	38.2
	1698
	8.0
	95年６月22日
	○
	×
	×

	ブルガリア
	8211
	12.2
	1461
	6.9
	95年12月14日
	○
	×
	×

	スペイン
	39442
	683.1
	17319
	82.0

	ＥＵ
	376455
	7954.9
	21131
	100.0


注）人口、ＧＤＰ、一人あたりＧＤＰは1999年現在。

出所）鈴木武「ＥＵの東方拡大と中・東欧諸国の対応」世界週報2000年９月、10月号より

加盟交渉を行っている中・東欧10カ国の人口は合計で約１億5000万人に達し、ドイツを上回るが、ＧＤＰの規模や１人あたりＧＤＰでは、ＥＵの中でもあまり経済状態のよくないスペインにもはるかに及ばない数値である。１人あたりＧＤＰが最高のスロヴェニアでさえ、ＥＵ平均の50％もみたないのである。また、中・東欧諸国間でも加盟条件達成度の差は歴然としている（図６－２、図６－３参照）。

図６－３　中東欧加盟国の経済パフォーマンス(1998年実績)
	
	インフレ率
	財政健全性
	為替相場
	長期金利
	経済成長

	参加条件項目
	①消費者物価上昇率
	過度な財政赤字の有無
	②財政赤字ＧＤＰ比（％）
	③政府債務残高ＧＤＰ比(％)
	④ＥＲＭへの加盟
	⑤長期金利
	実質ＧＤＰ成長率

	基準値
	2.7％以下
	無
	３％以下
	60％以下
	○
	7.8％以下
	

	ポーランド
	11.7
	無
	2.4
	28.0
	完全変動相場制
	24.5
	4.1

	チェコ
	10.7
	無
	1.7
	41.5
	マルク連動
	12.8
	-0.2

	ハンガリー
	14.4
	無
	3.3
	53.8
	ユーロ連動
	19.3
	4.5

	スロヴェニア
	8.6
	無
	0.8
	23.8
	ユーロ連動
	16.1
	3.8

	エストニア
	10.7
	無
	0
	7.8*
	マルク固定
	16.6
	-1.4

	ラトビア
	4.6
	－
	
	8.83*
	米ドル固定
	14.3
	0.1

	リトアニア
	5.1
	－
	
	11.87*
	米ドル固定
	12.2
	-4.1

	ブルガリア
	22.3
	無
	+0.9
	111*
	マルク固定
	13.3
	2.5

	スロヴァキア
	6.7
	無
	2.7
	50.7
	変動相場制
	21.2
	1.9

	ルーマニア
	59.1
	無
	3.1
	30.9*
	ﾄﾞﾙ･ﾏﾙｸ連動
	
	-3.2


注）マーストリヒト条約で定められた通貨統合への参加５条件。③は*は1996年、他は1997年の数値。太字が基準値不達成。

出所）鈴木武「ＥＵの東方拡大と中・東欧諸国の対応」世界週報2000年９月、10月号と木村武雄「中東欧諸国とＥＵ拡大」ロシア・ユーラシア経済調査資料1999年５月No.803より

加盟候補第１グループ（ポーランド、チェコ、ハンガリー、スロヴェニア、エストニア）は、エストニアを除いて1997年の「アジェンダ2000」が発表された時点で、政治的、経済的に良好なパフォーマンスを示していた。他方第２グループ（ラトビア、リトアニア、ブルガリア、スロヴァキア、ルーマニア）のうち、スロヴァキア、ラトビア、リトアニアは1999年３月時点で政治的民主化が定着し、経済が安定しつつあると見られた。しかしブルガリア、ルーマニアは政治的に落ち着きつつあるが、国際通貨基金管理下で経済再建に取り組んでいるさなかである。１人あたりのＧＤＰで見ると、トップのスロヴェニアとブルガリアでは７倍の開きがある。この格差は、体制転換後の市場経済への対応スピードと、外国からの資金流入の大きさによりもたらされた。

　第１グループ国は東欧革命後の混乱の中で、ＩＭＦ指導下、早い時期に通貨安定を目指し、金融・財政引締め策を採用した。その結果、インフレ抑制、為替の安定により、マクロ経済は1993年半ば以降回復を示した。同時に価格・外資導入・金融・国営企業民営化など経済分野の規制自由化に取り組み、民間部門生産高の対ＧＤＰ比率が1995年には60％をこえた。国民が転換期の困難に耐え、適応力を示した上、貿易・資金面で西側の強力な支援があった。ＥＢＲＤの資金供与の大半がこの地域のインフラ整備、民営化、金融制度改革に投入された。西側からの外国投資は1990～1995年累計で200億ドルを超えた。

　他方、ブルガリア、ルーマニアは旧体制が根強く残り、改革が不徹底で、旧ユーゴスラビア内戦の影響もあり、1990年代半ばまで経済混乱が続いた。ＩＭＦ・西側政府による支援は1994年ごろから本格化したが、国営企業民営化や金融改革が送れ、頼みの外資も中欧の４分の１にとどまっている。ＥＵ加盟交渉も、バルカン地域の安定を図るＥＵの政治的思惑から認められたものといえる。

図６－４　ＣＥＥＣ10カ国の輸出及び輸入に占めるシェア（1995－1997年平均）

	
	輸出シェア
	輸入シェア

	
	ＥＵ+ＣＥＥＣ
	ＥＵ
	ＣＥＥＣ
	Ｒ/Ｕ
	その他
	ＥＵ
	ＣＥＥＣ
	Ｒ/Ｕ
	その他

	ポーランド
	75％
	67％
	8％
	10％
	15％
	65％
	7％
	8％
	20％

	チェコ
	82％
	56％
	26％
	4％
	14％
	59％
	16％
	8％
	17％

	ハンガリー
	74％
	63％
	11％
	7％
	18％
	62％
	8％
	13％
	16％

	スロヴェニア
	71％
	65％
	6％
	4％
	25％
	70％
	7％
	2％
	21％

	エストニア
	68％
	53％
	15％
	19％
	13％
	65％
	6％
	16％
	13％

	ラトビア
	59％
	47％
	12％
	26％
	16％
	47％
	15％
	26％
	12％

	リトアニア
	52％
	35％
	17％
	27％
	21％
	41％
	15％
	31％
	12％

	ブルガリア
	45％
	41％
	4％
	13％
	42％
	39％
	5％
	33％
	23％

	スロヴァキア
	84％
	40％
	44％
	6％
	10％
	38％
	31％
	18％
	13％

	ルーマニア
	60％
	56％
	4％
	3％
	36％
	52％
	6％
	14％
	29％


(出所)ＥＵの中東欧への拡大に関する覚書より

(注)Ｒ／Ｕはロシアとウクライナ
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(出所)ＥＵの東方拡大とユーロ(下)より

　貿易収支赤字は漸次増大しており、ＣＥＥＣ10カ国では1994年にはマイナス1.9％から1996年にはマイナス7.4％、1998年にはマイナス９％となっている。1990年代において中東欧諸国の急激なＥＵ依存度は上昇し続けている（図６－４、図６－５、図６－６参照）。とりわけ、加盟候補第１グループ５カ国ですでに60％となっているほか、ＥＵとＣＥＥＣ10カ国をとると70％以上になる国もあり、すでにＥＵ＝ＣＥＥＣ経済圏が形成されていると見ることもできる。これが拡大の物的基盤となっている。ＣＥＥＣはＥＵ－ＣＥＥＣ－ロシアという貿易連鎖の中で中進国の立場を占める。ＥＵから機械、設備を輸入し、ロシアには鉄鋼、繊維、食品などを輸出して、ロシアからは原材料を輸入する。この構成からいってＣＥＥＣのＵＥ加盟はロシアとＥＵ中核諸国との橋渡しの役割を担うという見方もある。

　次に、以上のような経済状況の中東欧諸国をＥＵに新たに加盟させていく中で、果たして便益(メリット)は費用（デメリット）を上回るのかを見ていきたい。

６－３．費用便益分析

　ここでは、まず、ＥＵの中東欧諸国への拡大のインパクトを、欧州委員会の見解をのべ、その後、具体的に現状の条件下での中東欧諸国正式ＥＵ加盟による純コストを示していきたい。

欧州委員会は、ＥＵに与える「東への拡大」の全般的インパクトとして次のように述べている。①４億8000万人の市場が形成されるので、資源のよりよい配分、規模の経済の活用によりより高い成長、より低いインフレ、ＥＵの国際競争力の向上など長期的には拡大はＥＵの利益となる、②調整局面は不可避であるが、いずれにしてもグローバリゼーション、東南アジアと中東欧の競争とによってＥＵは一大転換期に直面しているのであって調整から逃れられない、③中東欧はインフラを含めて旧式のストックを更新し、投資、競争、インフレ抑制から利益を得ることができる、④労働市場では競争が激化し西欧での賃金上昇を緩やかにする効果をもつので雇用の増加につながる、⑤拡大ＥＵで貿易構造の再編が行われるが、クロスボーダーの取引の増大と新加盟国の経済成長の高まりへと導き、それらの国の輸入は増える。構造政策による資金トランスファーの増大によって新加盟国は投資財を輸入し、生産能力を高めキャッチアップできる。⑥拡大によって直接投資が新加盟国及びＥＵ全域で増加する。

他方で問題領域およびリスクについて欧州委員会は次のように述べる。まず問題は、①ＣＥＥＣの低い１人あたり所得水準、②農業及びセンシティブ部門（石炭部門、繊維、食品などの伝統的諸部門）への依存度がＣＥＥＣで高いこと、③インフラストラクチャーとネットワークの弱さ、④行政能力の弱さ、である。従って調整過程に敗者がでるが、ヨーロッパの高い失業率から言って失業者のこれ以上の増加は政治的に困難であり、したがってこのような構造変化に伴う地域問題、社会問題には公共の支援がかかせない、としている。

以上のように、欧州委員会は、短期的に調整が避けられず、したがって公的支援が欠かせないとしながらも、長期的には市場規模の拡大、競争の強化、中東欧諸国の経済革新などによって拡大ＥＵの国際競争力は増大し雇用も増えると、拡大のインパクトを肯定的に捉えている。

それでは、現状の条件のもとでの東欧諸国正式ＥＵ加盟による公的支援、財政面での純コストは具体的にどうなっていくのかを百濟勇［1999］
の表をもちいて考察していきたい。ここでは、東方拡大によるコストを予測するのに最重要な項目
に絞っており、その中で具体的なコストを計算していく。

1） ＥＵ15カ国の予算支出は、現状を前提にすれば年率２％の増大はそのまま継続される。

2） 新規加盟諸国に有利な域内政策に必要な支出は、1999年においてのＥＵ15カ国の国内総生産（ＧＤＰ）の一定の割合に基づいて算定する。その後の額は、新規加盟国における国内総生産と同様に、同じ比率で増大するだろう。

3） 対外政策分野においては、現在ＥＵ援助対象国であった東欧諸国の加盟による支出額は、当然に正式加盟後は減少するであろう。それに代わって「産業構造政策基金」からの資金移転が行われる。1999年まで対ＣＥＦＴＡ
諸国へのＥＵ援助は、約10億エキューであり、対ＣＥＥＣ10カ国ではそれは約15億エキューとなる。この計算はあくまで年率２％増大を前提としている。

4） 東方拡大による行政費は、1999年のＥＵ15カ国予算でのその割合で計算する。同じ比率での、すなわち他の行政費コストと同様に年率２％増大による同じ比率で計算する。

東欧諸国は、そのＥＵへの正式加盟後は、当然にＥＵ予算分担金を支払う。その分担金の額は、これまでのＥＵ15カ国の規定に従って計算すると、2005年でのＣＥＦＴＡ５カ国のそれは約78億エキューであり、ＣＥＥＣ10カ国では110億強エキューとなる。2010年の分担金は、ＣＥＦＴＡ５カ国が約93億エキュー、ＣＥＥＣ10カ国では約133億エキューとなる。このような新規加盟国のＥＵ予算分担金が加わったとしても、もし現状のＥＵの大幅な改革なしに東欧諸国を正式ＥＵ加盟させたならば、膨大な拡大コストが予測される。その加盟時期を2005年と仮定したならば、ＣＥＦＴＡ５カ国のみで、毎年約327億エキューの負担増をもたらすであろう。さらに、ＣＥＥＣ10カ国としたならば、約601億エキューの負担増となる。また、この加盟時期を2010年にしたならば、ＣＥＦＴＡ５カ国では約327億エキュー、ＣＥＥＣ10カ国では約595億エキューとなる。この金額は、2005年の加盟時でＣＥＦＴＡ５カ国加盟でＥＵ予算額（15カ国）の約33％、ＣＥＥＣ10カ国で約61％となる。それが加盟時期をずらした2010年のケースではそれが各々約30％、55％となる。もちろん、この計算の基礎となっている東欧諸国の経済成長がそれ以上の場合には、この負担額は当然に軽減される。しかしながら、財政面におけるＥＵ15カ国の負担はかなり大きく、また、その大きな負担をどのように配分していくのかも議論をまきおこしそうである。

しかし、企業の側からみた中東欧諸国市場というものはどういったものなのであろうか。ここでは、第６章のスペインの事例でも分析した直接投資をとりあげて、論じていきたいと思う。

図６－７　ＥＦＴＡ５カ国、ＣＥＥＣ10カ国のＥＵ加盟
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６－４．直接投資の現状およびその展望

　中東欧諸国における経済改革、外国貿易の発展および資本輸入の規制緩和は、先進工業国、とりわけＥＵ諸国からの直接投資が急速に増大する基本的条件を形成している。外国の直接投資の主な動機は、これら中東欧諸国の拡大する市場であり、さらに中東欧諸国の労働コストの安さなどをベースにした生産シフトなど、生産立地条件の改善によるＥＵ市場での競争力強化に役立てることである。一般的に外国への直接投資の実施は市場拡大およびその市場確保がその主な動機であるが、このことは　　　　　　　　　　　(出所)ＷＩＩＷより作成
同時に輸出強化にもつながってい

ると考えられる。中東欧諸国において体制転換が開始されて以来、外国資本によるこれら諸国への直接投資は、産業構造改善を行うための決定的に重要な要因となってきているのではないだろうか。まず、現状をみたあと、その展望を述べていく。

図６－９　中東欧への直接投資額（ストック）

	
	ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ
	ﾊﾝｶﾞﾘｰ
	ﾁｪｺ
	3カ国計
	ｽﾛｳﾞｧｷｱ
	ｽﾛｳﾞｪﾆｱ
	ﾙｰﾏﾆｱ
	ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ
	ｴｽﾄﾆｱ
	ﾗﾄﾋﾞｱ
	ﾘﾄｱﾆｱ
	10カ国計

	2001年
	39000
	22000
	25000
	86000
	5500
	3000
	7500
	4000
	3600
	2300
	2700
	114600

	構成比
	34.0%
	19.2%
	21.8%
	75.0%
	4.8%
	2.6%
	6.5%
	3.5%
	3.1%
	2.0%
	2.4%
	100%


出所）ＷＩＩＷより作成

　中東欧諸国の直接投資受け入れ額をストックで見てみると、毎年10％以上の伸び率を記録し、順調に増加しており（図６－８参照）、2001年には1100億ドルをこえている。また、中東欧諸国の中で投資受け入れ額の上位を占めている中欧３カ国（ポーランド、ハンガリー、チェコ）の合計は2001年で860億ドルにのぼり、中東欧諸国の受け入れ総額の約75％をしめている（図６－９参照）。

　直接投資受け入れ額をフローで見てみると、年々増加する傾向にあり、2001年には少し減少したものの、2000年には200億ドルに達している（図６－10）。詳細な分析は、主に直接投資受け入れが多いポーランド、チェコ、ハンガリーに焦点をあてていく。
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(出所)ＷＩＩＷより

図６－11　中東欧３カ国への直接投資額の主要国内訳(2000年)　100万ドル

	
	
	投資受け入れ国

	投資国
	ポーランド
	チェコ
	ハンガリー

	中欧
	178
	120
	-28

	ＥＵ
	8224
	3759
	1337

	
	ドイツ
	-174
	1011
	290

	
	オランダ
	992
	1006
	474

	
	イギリス
	113
	130
	104

	
	フランス
	4046
	172
	65

	
	オーストリア
	373
	938
	19

	
	イタリア
	210
	80
	-2

	その他の西欧
	162
	242
	29

	その他の先進国
	2329
	337
	237

	
	アメリカ
	2197
	149
	217

	
	イスラエル
	78
	3
	

	
	日本
	102
	66
	15

	
	カナダ
	-50
	119
	5

	発展途上国
	11
	134
	24

	その他
	-303
	2
	8

	合計
	10601
	4595
	1607


出所）UNCTAD, World Investment Report 2001: Promoting Linkages
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　この表からもわかるとおり、直接投資額はＥＵからのものが３カ国とも圧倒的に多く、シェアをだしてみるとポーランドは77.6％、チェコは81.8％、ハンガリーは83.2％である（図６－11参照）。さらに、ＧＤＰに占める割合は、1988年～1990年ではポーランドで0.1％、ハンガリーで0.6％だったのに対し、1998年～2000年ではポーランドで1.5％、チェコで2.7％、ハンガリーで1.2％と明らかに増加している
。これはスペインの前掲の数値（1991年に直接投資に対するＧＤＰに占める割合が4.12％となった）にはかなわないものの、この3カ国では10年の間に直接投資の比重が高まったことを意味している。また、１人あ　　　　　　(出所) The World Economic Outlook (WEO)Database　

たりＧＤＰも増加傾向にあり（図６

―12参照）、この直接投資の増加の影響が大きいと考えられる。このような直接投資の増加をもたらした理由として最も重要と考えられるものの1つは、中東欧諸国における労働コストの安さと労働者の教育程度の高さであると考えられる。いずれにせよ、中東欧諸国の直接投資はその時々の各国、そして世界の景況に左右されつつも、のびているといえる。

　

６－５．まとめ

　ＥＵの東方拡大への動きは、冷戦終焉を機に様々な段階を経て、進んでいる。しかし、現状の中東欧諸国の経済状況は決してよいとは言えない。例えば１人あたりのＧＤＰをみると、最も数値のよいスロヴェニアですら1999年にはＥＵの46.9％でしかなく、しかも他の諸国はかなり低い数値である。このままいけば、前述の予測のように構造基金が膨張していき、ＥＵと共倒れになりかねないと考えることもできるであろう。

　しかしながら、ＥＵ内部、そしてＥＵと中東欧諸国の結合は確実に強まっている。前述のように、歴史的、宗教的には同じ土台を持っているのであるから、いくら冷戦期に分断されていたとはいえ、中東欧諸国もＥＵと協調していけるのである。結合の強化を如実にしめしているのが、全輸出入に占めるＥＵのシェアが確実に上昇していること、そして、中東欧へのＥＵからの直接投資も増加していることであろう。さらに、中東欧諸国への直接投資の額自体も増加している。これらのことは、ＥＵ加盟前後のスペインで実際におきていたことであり、スペインが名目収斂を達成できたことを考えると、決して暗い材料ばかりではないともいえよう。

　

7． おわりに

２回の世界大戦をへて平和の世界を求めて、またアメリカのドルに対抗する勢力を求めて、数々の苦難をのりこえて進んできたＥＵであるが、今また苦難をのりこえなければならない状況に陥っているといえるであろう。それは、ＥＵの東方拡大の問題である。今のＥＵが単一通貨圏として成立しているのかということは、通貨の本格的導入が行われたばかりの現時点ではなんともいえないが、少なくとも、はっきりと成立しているとは言いがたい。それは最適通貨圏理論による批判からも明らかであろう。確かに、ＥＵは３次にわたる拡大の経験をもつ。そして、いずれもそれ相応の成果をだしている。しかしながら、経済状況が現状のＥＵと中東欧諸国ほど格差がなかったし、もっとＥＵ中心メンバーに近い国々だった。ＥＵが成功か、失敗かまだ結論がでていない段階で、経済状況のまだ悪い中東欧諸国を加盟させていくことを決めるということは、ＥＵ自体の危機につながりかねない。そのような困難に直面しているのである。2002年１月１日からのユーロ本格的導入で、中東欧諸国は事実上のＥＵ経済圏に組み込まれていくが、ＥＵの中東欧諸国支援予算が膨張していくなど様々な弊害が考えられる中で、ＥＵの東方拡大はどうなるべきなのか。そして、中東欧諸国とＥＵの今後はどうあるべきなのか。

　今の中東欧諸国の経済状況においては、詳細な数値については国の特色などにより異なっているが、スペインのＥＵ加盟前後と類似している。例えば、全貿易に占める対ＥＵの貿易の割合の高さ、直接投資の伸び、全直接投資流入のうちＥＵの割合の高さなどは、ＥＵ加盟前後のスペイン、中東欧諸国に共通していえることである。すなわち、楽観的に見れば、中東欧がこのままの状態で進めば、スペインがどうにか名目収斂を達成し1999年ユーロ導入に間に合ったように、中東欧諸国も、随時ＥＵ加盟を果たし、ＥＵ諸国においついていくのではないかと考えられる。

一方で相違点としては、貿易品目について、スペインは最初、農産物などをＥＵに輸出し、機械などをＥＵから輸入していた。中東欧諸国はＥＵから機械、設備を輸入し、ロシアには鉄鋼、繊維、食品などを輸出して、ロシアから原材料を輸入する。スペインはＥＵとの関係だけで貿易が進んでいた部分があるが、中東欧諸国の場合、ロシアとの関係も関わってくる。勿論、前述のように、全貿易に対するＥＵとの貿易の割合は非常に高くなっているが、やはり大国のロシアを考えに入れないわけにはいけないであろう。そういった意味で、ロシアの経済状況次第でも、すこし状況はかわってくると予想される。また、スペインのＥＵ加盟前後は経済格差がある国といえば、主にスペイン、ポルトガル、ギリシャであったが、今は中東欧諸国10カ国に加えサイプラス、トルコなど、経済的に遅れている国が多い。そのため、構造基金も直接投資も分散してしまう可能性がある。

　さらに、直接投資に関しては、ＵＮＣＴＡＤの調査によると、今まで中東欧諸国への直接投資流入において大きな要因となっていた賃金要因は、今後の直接投資の流入にとってあまり評価は高くない。むしろ①経済的要因としては、研究・開発の潜在力、物的インフラの整備、ＥＵとの経済統合の見通し、金融インフラの整備、市場規模等、②政治的要因としては、法的安定性、企業リストラの進行、マクロ経済的安定性、民営化の進展等、③その他の要因としては、国としてのイメージ、情報入手の容易性、金融上の誘因等、が比較的に重要であるとされている。これはＥＵ諸国との賃金格差が近いうちに解消されるであろうと多くの企業が考えていて、高等教育を受ける人々が多く、教育程度の高い中東欧諸国にあっては、むしろ研究開発上の可能性の方をより重視していることを示している。また、現状では重要な要因である税制上の優遇措置もＥＵへの加盟が実現に近づくにつれて撤廃の可能性が高いので、これも将来的には重要でなくなる。国有企業の民営化の進展につれて、この面からの要因もなくなっていくであろう。現に、民営化がほとんど完了したハンガリーでは、今後いかにして直接投資を呼び込むかが、今後のハンガリー経済発展の動向を左右するであろう。マーケットに目新しさがなくなってしまったとき、直接投資は減少する。実際に、スペインが中東欧諸国の市場への登場で直接投資流入額を減らしたように、中東欧諸国の市場も目新しさをなくしたら、今までのような流入はなくなるのではないか。

しかし、一方で直接投資に関して楽観的な見方もある。中東欧諸国は経済、政治、法律など多くの面で直接投資に関する条件の整備が行き届いていないが、ＥＵ加盟準備段階に入ったということで、評価があがると考えられる。また、中東欧諸国のＥＵ加盟、通貨統合は実行されてはいないものの、ＥＵ諸国との貿易が多く、ＥＵの対中東欧諸国への直接投資の割合も高いため、事実上のユーロ圏に組み込まれるのはさけられず、そのために、貿易や直接投資がしやすくなるとも考えられるのである。

今まで見てきたような、歴史的、数値的事実、そして予測等をもとに、ＥＵの東方拡大について考えてみると、ＥＵの東方拡大は多くの困難が予想されるが、状況的に必然であると思われる。勿論、この論文の中で分析してきたように、中東欧諸国の現状は厳しいものであり、またそれを受け入れる側であるＥＵもそこまで余裕があるとは決していえない状況ではある。しかし、「欧州」という以上、最終的には昔から「欧州」と呼ばれてきた地域がすべて入るべきなのであろう。そのために、中東欧諸国、ＥＵは何をすべきなのか。

まず、中東欧諸国については、構造基金に頼るのでなく、各国が独自性を持つべきであると考える。それはヨーロッパとして統合していく方向と逆行すると考えられるが、実はそうではない。前述した通り、今までのようにただ、教育水準が高い割に労働コストが安いといったことだけでは、直接投資の流入はおこらない。労働コストが安いといったことが、中東欧10カ国すべてにあてはまるのであれば、どの国でもかまわないということになり、各国が切磋琢磨してＥＵ加盟を目指すという部分がなくなってしまい、結果的に構造基金に頼る部分が多くなってしまうのではないだろうか。労働コストの安さ以外に、その国の独自性があれば、直接投資も流入しやすくなる。そしてその直接投資の流入を奪いあうことで中東欧は全体的に成長していけるのではないかと考える。中東欧10カ国はそれを可能にするポテンシャルを持っているはずである。

また、ＥＵ側については、常にＥＵの平和への願いという根本を忘れずに、改革の姿勢を崩さずに進んでいくべきだと考える。中東欧諸国の加盟についても、一国一国、加盟の時期が予定より遅れようとも、厳正なる審査をした上で加盟を認めるなり認めないなりするべきである。

以上より、ＥＵ諸国も中東欧諸国も、物事の本質を捉えた上で、改革し、新しいことに挑戦していくべきであるといえ、そのような条件のもとで、ＥＵは東方拡大に向かって前進するべきだと考える。

最後に、ヨーロッパの統合は、様々な文化、伝統、歴史などを持つ人々が、国家という枠をこえて、より大きな集合体に吸収されていくことを意味する。そしてその拡大は、その範囲がますます広がっていくことを意味する。ＥＵ統合はヨーロッパの人々の長年にわたる努力によって生み出されたものであり、グローバル化の中にあっておそらく必要不可欠なことであると思う。しかし、このヨーロッパの統合、拡大において、ただ、統合・拡大といった言葉で片付けてはならず、たとえ国家という枠がたとえ薄れようとも、人々に根付いているものは決して消えないということ、そして消してはいけないということを忘れてはならない。
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� 彼はハプスブルク家の貴族である父ハインリッヒ・クーデンホーフ・カレルギー伯爵がオーストリア・ハンガリー帝国の駐日大使として来日していた1894年、母青山光子との間の次男として東京に生まれた。多民族国家オーストリアに育った父ハインリッヒから、１つの宗教や人種にとらわれない幅広い教養と、母光子からは「和」を尊ぶ「日本精神」を教えられたという。ウィーンで青年期、ヨーロッパにおける大戦後の悲惨な被害を見て彼はヨーロッパの没落の危機を感じ、その復興のためにはヨーロッパは１つにならなければならないと考えた。アメリカのウィルソン大統領の構想に基づく国際連盟創立にも積極的に賛同した。ウィーン大学卒業後政治学者となり、30歳の時雑誌「パン・ヨーロッパ」を主宰するなど、「諸連合によるヨーロッパ統合」を提唱した。


� クーデンホーフ・カレルギー伯の提唱した「欧州合衆国」にはイギリスは含まれていなかった。


� フランスの作家アルベール・カミュ(1913～1960年)が開会のあいさつを行い、ジョージ・オーウェル(1903～1950年)ら全ヨーロッパの著名人が顔をそろえた。


� Organization for European Economic Cooperation の略。ＯＥＥＣは1952年に当初の役割を終えたが、ヨーロッパの経済復興と自由化政策の推進に多大の貢献をした。そして1961年には、経済協力開発機構(ＯＥＣＤ、Organization for Economic Cooperation and Development)に衣替えし再出発した。


� 終戦後、総選挙で労働党に負けて下野していた。


� このプランはジャン・モネの影響が強いとされている。


� European Coal and Steel Communityの略。


� ヨーロッパ防衛共同体はフランスの強い意志でドイツ国軍の復活を認めず、統一ヨーロッパ軍の中にドイツ人部隊を編成するという形をとった。


� Western European Unionの略。


� European Atomic Energy Communityの略。


� European Economic Communityの略。


� スウェーデン、ノルウェー、デンマーク、スイス、オーストリア、ポルトガル


� European Free Trade Associationの略。


� Common Agricultural Policyの略。


� European Communityの略。


� European Monetary Systemの略。


� 第４，５章で詳細に述べる。


�ＥＵの経済通貨統合、Economic and Monetary Unionのこと。


� ①消費者物価上昇率が最も低い３カ国の平均に対して1.3％ポイント以内にあること、②長期金利が、消費者物価上昇率が最も低い３カ国の長期金利の平均に対して２％ポイント以内にあること、③ＥＲＭ（為替相場メカニズムExchange Rate Mechanism）に参加していて為替相場が最低２年間ＥＲＭの通常の変動幅の中にあり自らの意思で中心相場の切り下げを行っていないこと、④政府財政赤字が対ＧＤＰ比３％内にあること、⑤政府債務残高が対ＧＤＰ比60％以内にあること。


� Inter-governmental Conferenceの略。


� 単一通貨導入のメリットはＥＣ12カ国（当時）すべてが単一通貨圏に参加するとの前提の下で計算されている。


�ＥＣ内部取引に要する両替コスト。これは合計でＥＣ全体として年間ＧＤＰの0.5％（130億～190億ＥＣＵ）に相当するものと試算される。


�過去20年間についてシミュレーションした結果、単一通貨のもとでは、ＥＭＳの場合と比較して、インフレ率の変動性は４分の１低下し、成長率の変動性は５分の１低下する。


� ルノーが工業の一部をスペインに移転するなど、スペイン・ポルトガルなど労働コストが相対的に低い諸国では単一通貨導入により通貨変動のリスクがなくなるため、圏内の他の諸国や地域の企業の中には、生産拠点を移動させる動きも出てきている。


� ＥＣ委員会は拡大を時系列的にとらえることによって、ギリシアの加盟を第２次拡大、スペイン・ポルトガルの加盟を第３次拡大としてこれらを峻別しているが、ここでは３カ国の拡大を第２次拡大とする。


� 第２次拡大については次の４－２において詳細に述べる。


� European Economic Areaの略。


� 第四次拡大については第６章で詳細に述べる。


� バルト３国、バルカン諸国およびウクライナ、ベラルーシなどの問題は排除されており、欧州の東方での安全保障はまだ不十分であるという事実は残される。


� いずれも1979年の実績による。


� 1986年から1994年頃までのこと。


� 外貨準備高が6340万ドルまで低下して、短期対外債務6620万ドルを割り込んだ。


� その際の長期目標として(Ⅰ)持続的な経済発展の達成と(Ⅱ)国際経済(具体的にはＥＥＣなど)への統合が挙げられた。


� 最初は1962年２月に正式に申請を行ったが、民主的諸制度が備わっていないという理由（ビルケルバッハ・ドクトリン）で門前払いされた。


� 1967年からＥＥＣがＥＣに改組された。


� スペインからＥＣへの輸出については工業製品全般にわたり協定締結後の３年間で60％に達する関税引下げが実施された。逆にＥＣからスペインへの輸出に関して、同じ60％の関税引下げが行われたのは、締結後６年間をかけて約４割の工業製品にすぎず、残る約６割は25％の引下げにとどまった。


� ＥＣのメンバーシップを前提にした正式交渉が、新憲法制定直後の1979年２月に始まる。


� スペインではＧＤＰに占める構造基金の割合は1986年で0.5％、1989年で0.6％、そして1993年では0.8％であった。


� ポルトガルにおいては、対内直接投資は1984年には1.9億ドル、1990年には26億ドルであり、増加率は年平均82.5％であったものの、額は小さい。またギリシアでは1981年（ＥＣ加盟）以降、1985年まで直接投資の受け入れが停滞し、年平均１億ドル程度であった。1986年からは直接投資の受け入れ額が増加したが、1992年に11億ドルとスペインやポルトガルよりもはるかに少なかった。


� ＥＭＵ参加の五条件とは、インフレ率、利子率、為替レート、公的債務、財政赤字についてである。


� ＰＨＡＲＥとはPoland and Hungary Assistance for Restructuring of the Economy の略。ＥＵを中心に西側24カ国で構成されたもので、1989年創設。最初はポーランド及びハンガリーの改革を支援する目的で創設されたものであり、中東欧の改革への直接的支援を目的とする国際組織であって、当初から拡大欧州を目指したわけではなかった。ＰＨＡＲＥは援助対象国を拡大する過程で、段階的にＥＵの欧州化についての原則を導入し、市民的自由、政治的多元主義、私的所有制の確立などを対象国に求めた。


� ヨーロッパ復興開発銀行(European Bank for Reconstruction and Development)のこと。東欧再建のために1991年、フランスのミッテラン大統領の提案により設立された。


� ＥＵとそれら諸国との特別な経済関係を定めた連合協定（Association Agreement）であるが、欧州協定は中東欧３カ国側（ポーランド・チェコスロヴァキア・ハンガリー）のイニシアティブで協定相手国のＥＵ加盟を全文にうたっている点で、他の連合協定とは性格を異にしている。


� 暫定協定は、欧州協定のうち貿易関連部分の措置の早期導入を可能にするもの。


� 中東欧諸国のＥＵ加盟に向けた法整備等のガイドライン。


� Central and Eastern European Countriesの略。


� ＥＵ加盟申請が行われた場合、理事会は欧州委員会と協議し、かつ欧州議会の絶対多数による同意を得た後、全会一致で行動する。新規加盟の承認及び基本条約上の調整はＥＵ構成各国及び新規加盟国間の協定として合意され、各締約国の憲法上の要請に従い全締約国の批准を要する。


� 「欧州委員会はＣＥＥＣ５カ国がもし準備努力を維持し強力に持続すれば、中期的に全ての加盟条件を満たすことができると考えている。」（Ｐ.57）「（欧州委員会は５カ国との交渉が同時に始まると決定したが）国に関する意見において各々の申請国に要求された一層の努力の達成度いかんにかかっている。」（Ｐ.57）


� 「ＥＵの『東方拡大』とドイツ経済圏～ドイツの東方拡大“シナリオ”を中心に」第8章 表8.1より


� 農業政策および産業構造政策、教育・青少年育成・文化および社会活動、エネルギー・環境問題、消費者保護、域内市場、産業・技術革新、交通・エネルギー・情報通信の整備を目的としたトランスヨーロッパ網（Transeuropӓische Netze・TEN）などを網羅した域内政策分野、対外政策分野および行政費支出。


� 中部ヨーロッパ自由貿易地域、Central European Free Trade Areaの略。


� UNCTAD, World Investment Report 2001: Promoting Linkagesより。
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図６－10　中東欧諸国の直接投資受け入れ額(フロー）

291

523

1459

65

56

40

2434

687

1004

1471

111

82

28

10

42

77

3512

1715

654

2339

113

162

44

31

40

168

94

5360

1875

869

1147

128

215

213

31

105

250

341

5174

3659

2562

4453

177

202

178

73

90

202

419

12015

4498

1428

2275

194

151

382

152

109

330

263

9782

4908

1300

2173

375

267

521

355

505

220

1215

11839

6365

3718

2036

248

581

357

926

537

684

2031

17483

7270

6324

1970

181

305

348

486

819

365

1041

19109

9000

4595

1700

181

398

407

379

1002

2075

998

20735

8000

4000

2000

200

400

400

400

800

2000

1000

19200



Sheet1

		

		Czech Republic 523 1.004 654 869 2.562 1.428 1.300 3.718 6.324 4.595 4.000

		Slovak Republic . . 168 250 202 330 220 684 365 2.075 2.000

		Hungary 1.459 1.471 2.339 1.147 4.453 2.275 2.173 2.036 1.970 1.700 2.000

		Poland 291 678 1.715 1.875 3.659 4.498 4.908 6.365 7.270 9.000 1) 8.000

		Slovenia 65 111 113 128 177 194 375 248 181 181 200

		Central Europe . . 4.989 4.269 11.053 8.725 8.976 13.051 16.110 17.551 16.200

		Albania . 20 58 53 70 90 48 45 41 40 1) 100

		Bulgaria 56 42 40 105 90 109 505 537 819 1.002 800

		Romania 40 77 94 341 419 263 1.215 2.031 1.041 998 1.000

		Croatia . 13 120 117 114 513 542 943 1.490 915 1.000

		Macedonia . . . 19 9 11 16 118 32 170 100

		Bosnia & Herzegovina . . .....10090 120 100

		Yugoslavia . . ....740113112 0 200

		South Eastern Europe . . 312 635 702 986 3.066 3.887 3.625 3.245 3.300

		Estonia . 82 162 215 202 151 267 581 305 398 400

		Latvia . 29 44 213 178 382 521 357 348 407 400

		Lithuania . 10 31 31 73 152 355 926 486 379 400

		フロー

				1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001

		ポーランド		291		687		1715		1875		3659		4498		4908		6365		7270		9000		8000

		チェコ		523		1004		654		869		2562		1428		1300		3718		6324		4595		4000

		ハンガリー		1459		1471		2339		1147		4453		2275		2173		2036		1970		1700		2000

		スロベニア		65		111		113		128		177		194		375		248		181		181		200

		エストニア				82		162		215		202		151		267		581		305		398		400

		ラトビア				28		44		213		178		382		521		357		348		407		400

		リトアニア				10		31		31		73		152		355		926		486		379		400

		ブルガリア		56		42		40		105		90		109		505		537		819		1002		800

		スロヴァキア						168		250		202		330		220		684		365		2075		2000

		ルーマニア		40		77		94		341		419		263		1215		2031		1041		998		1000

		計 ケイ		2434		3512		5360		5174		12015		9782		11839		17483		19109		20735		19200

		ストック

				1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001

		ポーランド		425		1370		2307		3789		7843		11463		14587		22479		26075		32000		39000

		チェコ		595		2889		3423		4547		7350		8572		9234		14375		17552		21095		25000

		ハンガリー		2107		3435		5585		7095		11926		14958		16086		18517		19299		19863		22000

		スロベニア								1326		1763		2063		2448		2904		2684		3000		3000

		エストニア				90		239		495		737		838		1148		1822		2467		3258		3600

		ラトビア				43		75		309		616		936		1272		1558		1813		1960		2300

		リトアニア				20		153		310		352		700		1041		1625		2063		2307		2700

		ブルガリア		60		101		141		247		337		446		951		1488		2307		3309		4000

		スロヴァキア								897		1268		2000		2025		2787		2817		3700		5500

		ルーマニア		40		117		211		552		971		1234		2449		4480		5521		6519		7500

		計 ケイ		3227		8065		12134		19567		33163		43210		51241		72035		82598		97011		114600





Sheet1

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

エストニア

ラトビア

リトアニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

計

100万ドル

中東欧諸国への直接投資額(ストック）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet2

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

エストニア

ラトビア

リトアニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

計

中東欧諸国の直接投資受け入れ額(フロー）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet3

		





		






_1074144448.xls
Graph1

		1970		1970		1970

		1971		1971		1971

		1972		1972		1972

		1973		1973		1973

		1974		1974		1974

		1975		1975		1975

		1976		1976		1976

		1977		1977		1977

		1978		1978		1978

		1979		1979		1979

		1980		1980		1980

		1981		1981		1981

		1982		1982		1982

		1983		1983		1983

		1984		1984		1984

		1985		1985		1985

		1986		1986		1986

		1987		1987		1987

		1988		1988		1988

		1989		1989		1989

		1990		1990		1990

		1991		1991		1991

		1992		1992		1992

		1993		1993		1993

		1994		1994		1994

		1995		1995		1995

		1996		1996		1996

		1997		1997		1997

		1998		1998		1998

		1999		1999		1999

		2000		2000		2000

		2001		2001		2001

		2002		2002		2002



ポーランド

チェコ

ハンガリー

図６-12　一人あたりＧＤＰ（ドル）

788.6

0

598.3

722

0

649.3

795.5

0

759.3

929.7

0

937.6

1033.4

0

1022.7

1090.7

0

1160.7

1205.7

0

1337.5

1325

0

1486.9

1771

0

1733.8

1638.7

0

1996.3

1511.6

0

2301.8

1419.5

0

2360.5

1709.2

0

2403.9

1949.4

0

2186.4

1935.3

0

2146

1800.5

0

2181.6

1862.8

0

2522.2

1602.7

0

2785.4

1724.3

0

2995.1

1679.4

0

3071.2

1543.9

0

3487.3

1995.4

0

3264.2

2195.8

2885.1

3647.3

2229

3391.3

3790.4

2552.6

3977.8

4088.1

3287.7

5042.1

4371.3

3718.8

5599

4439.5

3719.7

5150.4

4511

4091.5

5535.8

4658.1

4008.5

5316

4812.3

4083

4980.7

4839.4

4564.7

5449.3

5027.5

4502.2

5879.9

5367.9



Sheet1

		

		Czech Republic 523 1.004 654 869 2.562 1.428 1.300 3.718 6.324 4.595 4.000

		Slovak Republic . . 168 250 202 330 220 684 365 2.075 2.000

		Hungary 1.459 1.471 2.339 1.147 4.453 2.275 2.173 2.036 1.970 1.700 2.000

		Poland 291 678 1.715 1.875 3.659 4.498 4.908 6.365 7.270 9.000 1) 8.000

		Slovenia 65 111 113 128 177 194 375 248 181 181 200

		Central Europe . . 4.989 4.269 11.053 8.725 8.976 13.051 16.110 17.551 16.200

		Albania . 20 58 53 70 90 48 45 41 40 1) 100

		Bulgaria 56 42 40 105 90 109 505 537 819 1.002 800

		Romania 40 77 94 341 419 263 1.215 2.031 1.041 998 1.000

		Croatia . 13 120 117 114 513 542 943 1.490 915 1.000

		Macedonia . . . 19 9 11 16 118 32 170 100

		Bosnia & Herzegovina . . .....10090 120 100

		Yugoslavia . . ....740113112 0 200

		South Eastern Europe . . 312 635 702 986 3.066 3.887 3.625 3.245 3.300

		Estonia . 82 162 215 202 151 267 581 305 398 400

		Latvia . 29 44 213 178 382 521 357 348 407 400

		Lithuania . 10 31 31 73 152 355 926 486 379 400

		フロー

				1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001

		ポーランド		291		687		1715		1875		3659		4498		4908		6365		7270		9000		8000

		チェコ		523		1004		654		869		2562		1428		1300		3718		6324		4595		4000

		ハンガリー		1459		1471		2339		1147		4453		2275		2173		2036		1970		1700		2000

		スロベニア		65		111		113		128		177		194		375		248		181		181		200

		エストニア				82		162		215		202		151		267		581		305		398		400

		ラトビア				28		44		213		178		382		521		357		348		407		400

		リトアニア				10		31		31		73		152		355		926		486		379		400

		ブルガリア		56		42		40		105		90		109		505		537		819		1002		800

		スロヴァキア						168		250		202		330		220		684		365		2075		2000

		ルーマニア		40		77		94		341		419		263		1215		2031		1041		998		1000

		計 ケイ		2434		3512		5360		5174		12015		9782		11839		17483		19109		20735		19200

		ストック

				1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001

		ポーランド		425		1370		2307		3789		7843		11463		14587		22479		26075		32000		39000

		チェコ		595		2889		3423		4547		7350		8572		9234		14375		17552		21095		25000

		ハンガリー		2107		3435		5585		7095		11926		14958		16086		18517		19299		19863		22000

		スロベニア								1326		1763		2063		2448		2904		2684		3000		3000

		エストニア				90		239		495		737		838		1148		1822		2467		3258		3600

		ラトビア				43		75		309		616		936		1272		1558		1813		1960		2300

		リトアニア				20		153		310		352		700		1041		1625		2063		2307		2700

		ブルガリア		60		101		141		247		337		446		951		1488		2307		3309		4000

		スロヴァキア								897		1268		2000		2025		2787		2817		3700		5500

		ルーマニア		40		117		211		552		971		1234		2449		4480		5521		6519		7500

		計 ケイ		3227		8065		12134		19567		33163		43210		51241		72035		82598		97011		114600





Sheet1

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

エストニア

ラトビア

リトアニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

計

100万ドル

中東欧諸国への直接投資額(ストック）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet2

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

エストニア

ラトビア

リトアニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

計

中東欧諸国の直接投資受け入れ額(フロー）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet3

				1970		1971		1972		1973		1974		1975		1976		1977		1978		1979		1980		1981		1982		1983		1984		1985		1986		1987		1988		1989		1990		1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002

		ポーランド		788.6		722		795.5		929.7		1033.4		1090.7		1205.7		1325		1771		1638.7		1511.6		1419.5		1709.2		1949.4		1935.3		1800.5		1862.8		1602.7		1724.3		1679.4		1543.9		1995.4		2195.8		2229		2552.6		3287.7		3718.8		3719.7		4091.5		4008.5		4083		4564.7		4502.2

		チェコ		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		n.a.		2885.1		3391.3		3977.8		5042.1		5599		5150.4		5535.8		5316		4980.7		5449.3		5879.9

		ハンガリー		598.3		649.3		759.3		937.6		1022.7		1160.7		1337.5		1486.9		1733.8		1996.3		2301.8		2360.5		2403.9		2186.4		2146		2181.6		2522.2		2785.4		2995.1		3071.2		3487.3		3264.2		3647.3		3790.4		4088.1		4371.3		4439.5		4511		4658.1		4812.3		4839.4		5027.5		5367.9





Sheet3

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0

		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

一人あたりＧＤＰ（ドル）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



		






_1074143797.xls
Graph1

		1991		1991		1991		1991		1991		1991		1991		1991		1991		1991		1991

		1992		1992		1992		1992		1992		1992		1992		1992		1992		1992		1992

		1993		1993		1993		1993		1993		1993		1993		1993		1993		1993		1993

		1994		1994		1994		1994		1994		1994		1994		1994		1994		1994		1994

		1995		1995		1995		1995		1995		1995		1995		1995		1995		1995		1995

		1996		1996		1996		1996		1996		1996		1996		1996		1996		1996		1996

		1997		1997		1997		1997		1997		1997		1997		1997		1997		1997		1997

		1998		1998		1998		1998		1998		1998		1998		1998		1998		1998		1998

		1999		1999		1999		1999		1999		1999		1999		1999		1999		1999		1999

		2000		2000		2000		2000		2000		2000		2000		2000		2000		2000		2000

		2001		2001		2001		2001		2001		2001		2001		2001		2001		2001		2001



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

エストニア

ラトビア

リトアニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

計

100万ドル

図６－８中東欧諸国への直接投資額(ストック）

425

595

2107

60

40

3227

1370

2889

3435

90

43

20

101

117

8065

2307

3423

5585

239

75

153

141

211

12134

3789

4547

7095

1326

495

309

310

247

897

552

19567

7843

7350

11926

1763

737

616

352

337

1268

971

33163

11463

8572

14958

2063

838

936

700

446

2000

1234

43210

14587

9234

16086

2448

1148

1272

1041

951

2025

2449

51241

22479

14375

18517

2904

1822

1558

1625

1488

2787

4480

72035

26075

17552

19299

2684

2467

1813

2063

2307

2817

5521

82598

32000

21095

19863

3000

3258

1960

2307

3309

3700

6519

97011

39000

25000

22000

3000

3600

2300

2700

4000

5500

7500

114600



Sheet1

		

		Czech Republic 523 1.004 654 869 2.562 1.428 1.300 3.718 6.324 4.595 4.000
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		Poland 291 678 1.715 1.875 3.659 4.498 4.908 6.365 7.270 9.000 1) 8.000
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		Central Europe . . 4.989 4.269 11.053 8.725 8.976 13.051 16.110 17.551 16.200

		Albania . 20 58 53 70 90 48 45 41 40 1) 100

		Bulgaria 56 42 40 105 90 109 505 537 819 1.002 800

		Romania 40 77 94 341 419 263 1.215 2.031 1.041 998 1.000

		Croatia . 13 120 117 114 513 542 943 1.490 915 1.000

		Macedonia . . . 19 9 11 16 118 32 170 100

		Bosnia & Herzegovina . . .....10090 120 100

		Yugoslavia . . ....740113112 0 200

		South Eastern Europe . . 312 635 702 986 3.066 3.887 3.625 3.245 3.300
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		ポーランド		291		687		1715		1875		3659		4498		4908		6365		7270		9000		8000

		チェコ		523		1004		654		869		2562		1428		1300		3718		6324		4595		4000
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				ポーランド		チェコ		ハンガリー		スロベニア		ブルガリア		スロヴァキア		ルーマニア

		1990		52.7		38.4		42.1		64.8		5.5		40.8		33.9

		1991		64.2		50.8		58.6		70.9		17.4		41.4		36.9

		1992		65.7		61.6		62.3		60.9		31.5		50.1		35.2

		1993		69.2		49.4		58.1		63.2		30		29.5		41.2

		1994		69.2		54.1		63.7		65.6		37.6		35		48.2

		1995		70		60.9		62.7		67		37.7		37.4		54.2

		1996		66.2		58.2		62.7		64.6		39.1		41.3		56.5

		1997		64		59.9		71.2		63.6		43.2		41.7		56.5

		1998		68.3		64.2		73		65.5		49.7		55.8		64.5

		輸入 ユニュウ		ポーランド		チェコ		ハンガリー		スロベニア		ブルガリア		スロヴァキア		ルーマニア

		1990		51.1		40.5		43.1		69		11.5		44.8		21.8

		1991		59		49.9		56.7		71.1		26.4		33.1		28.7

		1992		62		58.9		60		59.6		35.5		46.5		41.3

		1993		64.7		52.3		54.4		65.6		32.8		27.9		45.3

		1994		65.3		55.7		61.1		69.2		37.5		33.4		48.2

		1995		64.6		61.1		61.5		68.8		37.2		34.8		50.5

		1996		63.9		62.4		59.8		67.5		35.1		37.3		52.3

		1997		63.8		61.5		62.8		67.4		37.7		39.6		52.5

		1998		65.6		63.3		64.1		69.4		45.2		50.4		57.7





Sheet1

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0



ポーランド

チェコ

ハンガリー

スロベニア

ブルガリア

スロヴァキア

ルーマニア

中東欧諸国の輸出に占めるＥＵのシェア

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet2

		





Sheet3

		






_1074140773.xls
Graph1

		1984

		1985

		1986

		1987

		1988

		1989

		1990

		1991

		1992

		1993

		1994



年

100万ドル

図５－２　スペインの直接投資

1800

1990

3400

4500

7000

8300

13700

11500

8300

8100

9800



Sheet1

		

		1984		1800

		1985		1990

		1986		3400

		1987		4500

		1988		7000

		1989		8300

		1990		13700

		1991		11500

		1992		8300

		1993		8100

		1994		9800





Sheet1

		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0



年

100万ドル

スペインの直接投資

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



Sheet2

		





Sheet3

		






_1074141286.xls
Graph2

		1970A1		4.9		9.3		7.9
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				Database		Units		Series_Code		Country		Descriptor		1970A1		1971A1		1972A1		1973A1		1974A1		1975A1		1976A1		1977A1		1978A1		1979A1		1980A1		1981A1		1982A1		1983A1		1984A1		1985A1		1986A1		1987A1		1988A1		1989A1		1990A1		1991A1		1992A1		1993A1		1994A1		1995A1		1996A1		1997A1		1998A1		1999A1		2000A1		2001A1		2002A1

		ＧＤＰ成長率 セイチョウリツ		World Economic Outlook		Annual percent change		W184NGDP_R%		SPAIN		Gross domestic product, constant prices		4.1		5		8.1		7.9		5.7		1.1		3		3.3		1.8		0.2		0.7		-0.1		1.2		1.8		1.8		2.3		3.3		5.5		5.1		4.8		3.8		2.5		0.9		-1		2.4		2.8		2.4		3.9		4.3		4		4.1		2.7		2.8

				World Economic Outlook		Annual percent change		W998NGDP_R%		EUROPEAN UNION		Gross domestic product, constant prices		4.9		3.2		4.4		6.1		2.1		-0.9		4.6		2.8		3		3.7		1.6		0.6		0.8		1.8		2.4		2.5		2.8		2.9		4.2		3.5		3.1		1.9		1.1		-0.4		2.8		2.4		1.7		2.6		2.9		2.7		3.4		1.8		2.2

										ポルトガル				9.3		6.6		8		11.2		1.2		-4.3		6.9		5.6		3.4		6.2		6.7		1.3		2.1		-0.2		-1.8		3		4.1		5.1		5.4		5.4		4.8		2.3		1.9		-1.4		2.4		2.9		3.7		3.8		4.7		3.4		3.4		1.6		1.7

										ギリシア				7.9		7.1		8.9		7.3		-3.6		6.1		6.4		3.4		6.7		3.7		1.7		0.1		-0.5		0.8		2.8		3.1		1.6		-0.5		5.4		3.8		0		3.1		0.7		-1.6		2		2.1		2.4		3.5		3.1		3.4		4.3		4.3		3.8

				Database		Units		Series_Code		Country		Descriptor		1970A1		1971A1		1972A1		1973A1		1974A1		1975A1		1976A1		1977A1		1978A1		1979A1		1980A1		1981A1		1982A1		1983A1		1984A1		1985A1		1986A1		1987A1		1988A1		1989A1		1990A1		1991A1		1992A1		1993A1		1994A1		1995A1		1996A1		1997A1		1998A1		1999A1		2000A1		2001A1		2002A1
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		ＧＤＰ：ＣＥＥＣ10カ国 コク		505,900		661,300		689,700		779,300		842,800		943,800		1,015,100

		ＧＤＰ：ＣＥＦＴＡ５カ国、年成長率 コクネンセイチョウリツ				4.0		3.9		3.8		3.7		3.5		3.4

		ＧＤＰ：ＣＥＥＣ10カ国、年成長率 コクネンセイチョウリツ				4.4		4.3		4.1		4.0		3.8		3.7

		ＥＵ15カ国予算 コクヨサン

		共通農業政策 キョウツウノウギョウセイサク		37,688		39,357		40,114		42,569		44,289		46,999		48,898

		産業構造政策 サンギョウコウゾウセイサク		22,761		30,945		31,564		33,496		34,849		36,982		38,476

		　結束基金 ケッソクキキン				2,600		2,652		2,814		2,928		3,107		3,233

		　「特定目的Ⅰ」 トクテイモクテキ		12,688		19,887		20,285		21,527		22,396		23,767		24,727

		　対外援助基金 タイガイエンジョキキン		4,226		5,953		6,072		6,444		6,704		7,144		7,402

		　域内政策 イキナイセイサク		5,820		6,634		6,767		7,181		7,471		7,928		8,249

		　行政費 ギョウセイヒ		3,509		4,093		4,175		4,430		4,609		4,892		5,089

		　総額 ソウガク		74,003		86,952		88,691		94,120		97,922		103,916		108,114

		EU-CEFTA５カ国予算 コクヨサン

		　生産高（農業）ＣＥＦＴＡ５カ国 セイサンダカノウギョウコク		25,672		29,766		30,407		32,261		33,416		34,997		35,947

		共通農業政策ＣＥＦＴＡ５カ国 キョウツウノウギョウセイサクコク		6,093		6,546		6,687		7,094		7,348		7,696		7,905

		農業構造政策 ノウギョウコウゾウセイサク				33,000		33,027		33,206		33,418		33,871		34,249

		　ＧＤＰに占める資金移転（％） シシキンイテン				6.9		6.7		6.0		5.6		5.1		4.8

		対外援助基金 タイガイエンジョキキン				(1,000)		(1,020)		(1,082)		(1,126)		(1,195)		(1,243)

		域内政策 イキナイセイサク				477		496		555		596		662		709

		行政費 ギョウセイヒ				295		301		319		332		352		367

		総額 ソウガク				39,318		39,490		40,092		40,569		41,387		41,986

		ＣＥＳＴＡ５カ国分担金 コクブンタンキン				6,263		6,509		7,283		7,829		8,693		9,302

		EU-CEEC10カ国予算 コクヨサン

		　生産高（農業）ＣＥEC10カ国 セイサンダカノウギョウコク		55,244		64,513		65,945		69,974		72,404		75,586		77,355

		共通農業政策ＣＥＥＣ10カ国 キョウツウノウギョウセイサクコク		13,111		14,187		14,501		15,388		15,922		16,662		17,011

		農業構造政策 ノウギョウコウゾウセイサク				56,000		55,835		55,575		55,581		55,840		56,166

		　ＧＤＰに占める資金移転（％） シシキンイテン				8.5		8.1		7.1		6.6		5.9		5.5

		対外援助基金 タイガイエンジョキキン				(1,500)		(1,530)		(1,624)		(1,689)		(1,793)		(1,865)

		域内政策 イキナイセイサク				661		690		779		843		944		1,015

		行政費 ギョウセイヒ				409		417		442		460		488		508

		総額 ソウガク				69,757		69,913		70,561		71,117		72,101		72,835

		ＣＥＥＣ10カ国分担金 コクブンタンキン				8,681		9,054		10,230		11,064		12,390		13,326

		総計 ソウケイ

		CEFTA５カ国加盟純コスト コクカメイジュン				33,054		32,981		32,809		32,739		32,694		32,683

		CEEC10カ国加盟純コスト コクカメイジュン				61,075		60,859		60,330		60,053		59,712		59,509

		ＥＵ予算（20カ国） ヨサンコク				126,270		128,181		134,212		138,491		145,302		150,099

		その内旧15カ国 ウチキュウコク				120,003		121,372		126,929		130,662		136,609		140,797

		ＥＵ予算（25カ国） ヨサンコク				156,709		158,604		164,680		169,039		176,017		180,949

		その内旧15カ国 ウチキュウコク				148,027		149,550		154,450		157,975		163,629		167,623

		全予算に占める加盟コスト(%)EU+CEFTA5カ国 ゼンヨサンシカメイコク				38.0		37.2		34.9		33.4		31.5		30.2

		全予算に占める加盟コスト(%)EU+CEEC10カ国 ゼンヨサンシカメイコク				70.2		68.6		64.1		61.3		57.5		55.0
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